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特別NPO法人設立プ
ロジェクト 3009 3009010 200010 NPO法の改正

行政の地域振興部門を受託するＮＰＯを
「特別ＮＰＯ法人」と認定する規定を設
けると共に、NPO法における役員報酬に
関する規定及び収益事業に関する規定を
改正し、職業として成り立つ体力のある
NPOをつくることで、社会的な役割を明
確にさせる。

行政機能のうち、地域振興部門をNPO
法人に委託し、民間の立場で経済活性
化のためのマネジメントやベンチャー
ビジネスの試行など、地域経済力の向
上を目指した事業を展開し、新産業創
出や雇用拡大などに結びつけようとい
うものである。

現在のNPOは奉仕活動的な面が
強く、会員の犠牲的努力によ
り成り立っている面がある。
地域回復の役割を担うために
は、職業として成り立ち、十
分なスタッフを確保すること
が必用であり、そのためには
現在のNPO法を改正する必用が
ある。

・特定非営利活動促進法第
２条第２項第１号ロ
・同法第５条

・ＮＰＯ法人は、役員のう
ち報酬を受けるものの数が
役員総数の三分の一以下で
なければならない。
・ＮＰＯ法人は、 特定非
営利活動以外の事業におい
て生じた収益を特定非営利
活動に係る事業のために使
用しなければならない。

3

提案者の要望は、以下を内容とするものである。
行政の地域振興部門を受託するＮＰＯ法人について、資金や労力の面での充実を図るため、当該ＮＰ
Ｏ法人を「特別ＮＰＯ法人」と認定する規定を設けると共に、ＮＰＯ法における役員報酬に関する規
定及び収益事業に関する規定を改正する必要がある。

この要望は、以下のとおり対応できない。
１． 特定非営利活動促進法（以下「ＮＰＯ法」という。）は、市民が行う自由な社会貢献活動として
の特定非営利活動全般を促進することを目的とするものであり、行政の地域振興部門を受託するＮＰ
Ｏ法人のみを特別扱いすることはできないから、当該法人を「特別ＮＰＯ法人」と認定する規定を設
けることはできない。
２． 役員報酬に関する規定は、「非営利性」を担保するためのものであり、役員報酬という形で非営
利性の要件（利益を構成員に対し分配しないこと）の脱法行為を防ぐという、ＮＰＯ法にとって本質
的な規定であり改正することはできない。なお、これは、あくまで役員として受ける報酬について制
限しているものであり、役員が職員としての身分も有し、職務遂行の対価としての受ける給与まで制
限するものではない。また、役員に対して利益配分を行う必要があれば、営利法人形態など、他法令
に基づいて法人を設立する方法もある。
３． 特定非営利活動以外の事業において生じた収益を特定非営利活動に係る事業のために使用しなけ
ればならないとする規定は、ＮＰＯ法人が特定非営利活動を「主たる目的」として行うことと、「非
営利性」を担保するためのものであり、ＮＰＯ法にとって本質的な規定であり改正することはできな
い。

もとより、地域活性化のために行政とＮＰＯ法人との協働は重要であると認識している。その一方
で、行政の種々の事務について、現行制度のもとでは、ＮＰＯ法人が委託先やパートナーになれない
という課題があるやに認識している。当方においても、ＮＰＯ発展の観点から、かかる課題に関して
地方公共団体等に対して協力してまいりたい。

地域振興のためのNPO法人活用とい
う提案の趣旨を踏まえ、提案が実現で
きないか、再度検討し回答されたい。
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提案者の要望は、以下を内容とするものである。
行政の地域振興部門を受託するＮＰＯ法人について、資金や労力の面での充実を図るため、当該ＮＰＯ法人を「特別ＮＰＯ法人」と認定する規定を設けると共に、ＮＰＯ
法における役員報酬に関する規定及び収益事業に関する規定を改正する必要がある。

この要望は、以下のとおり対応できない。
１． 特定非営利活動促進法（以下「ＮＰＯ法」という。）は、市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動全般を促進することを目的とするものであり、行政の
地域振興部門を受託するＮＰＯ法人のみを特別扱いすることはできないから、当該法人を「特別ＮＰＯ法人」と認定する規定を設けることはできない。
２． 役員報酬に関する規定は、「非営利性」を担保するためのものであり、役員報酬という形で非営利性の要件（利益を構成員に対し分配しないこと）の脱法行為を防ぐ
という、ＮＰＯ法にとって本質的な規定であり改正することはできない。なお、これは、あくまで役員として受ける報酬について制限しているものであり、役員が職員として
の身分も有し、職務遂行の対価としての受ける給与まで制限するものではない。また、役員に対して利益配分を行う必要があれば、営利法人形態など、他法令に基づ
いて法人を設立する方法もある。
３． 特定非営利活動以外の事業において生じた収益を特定非営利活動に係る事業のために使用しなければならないとする規定は、ＮＰＯ法人が特定非営利活動を
「主たる目的」として行うことと、「非営利性」を担保するためのものであり、ＮＰＯ法にとって本質的な規定であり改正することはできない。

もとより、地域活性化のために行政とＮＰＯ・ボランティア団体との協働は重要であると認識している。こうした認識のもと、国民生活審議会において、市民活動相互の連
携、広範な市民活動への参加、利用、支援等をはじめ、地域社会の再興を実現していく上での諸課題について調査審議を進めている。内閣府においても、同審議会の
調査審議を踏まえつつ、ＮＰＯ発展の観点から、かかる課題に関して地方公共団体等と協力し対応を進めていく。

㈱東京
リーガル
マインド

PFI法の改正（ハー
ド・ソフト両面に
わたる民間委託の
促進）

3080 3080010 200020 PFI法の改正

・PFI法第１条及び第２条の改正
（PFI法に定める、「特定事業」の対象
の拡大）

①既存の公立図書館をPFI手法を用い
て、民間事業者が運営を行なう。質の
高い公共サービスの提供が可能になる
とともに、雇用の創出が期待できる。
②既存の矯正施設（刑務所）をPFI手
法を用いて、民間事業者が運営を行な
う。効率的な刑務所運営と雇用の創出
が可能。

建物の建設を伴わない事業が
PFIのとして認められないと、
図書館サービス事業などはPFI
事業にならないことになる。
（刑務所運営についても同様
である。）質の高いサービス
や効率的な運営を行なうため
には、PFI法を改正する必要が
ある。

民間資金等の活用による公
共施設等の整備等の促進に
関する法律（平成11年法律
第117号）第2条第2項にお
いて、「この法律において
『特定事業』とは、公共施
設等の整備等（公共施設等
の建設、維持管理若しくは
運営又はこれらに関する企
画をいい、国民に対する
サービスの提供を含む。以
下同じ。）に関する事業
（市街地再開発事業、土地
区画整理事業その他の市街
地開発事業を含む。）で
あって、民間の資金、経営
能力及び技術的能力を活用
することにより効率的かつ
効果的に実施されるものを
いう。」とされている。

左記条文において、「公共
施設等の建設、維持管理若
しくは運営又はこれらに関
する企画」とあることか
ら、建物の建設を伴わな
い、維持管理・運営等のみ
を行う事業については排除
していない。
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　左記条文において、「公共施設等の建設、維持管理若しくは運営又はこれらに関す
る企画」とあることから、建物の建設を伴わない、維持管理・運営等のみを行う事業
については排除していない。
　尚、施設の存在を前提としない事業については、特別の法改正を必要とすることな
く、現行制度のもとで実施可能なものと考える。
　内閣府としては、ご要望の趣旨を踏まえ、上記の内容を含め、ＰＦＩのより一層の
普及広報に努めて参る。

提案者の要望が現行制度で対応可能
であれば、措置等の分類は「５」ではな
いか。

5

　左記条文において、「公共施設等の建設、維持管理若しくは運営又はこれらに関する企画」とあることから、建物の建設を伴わない、維持管理・運営等
のみを行う事業については排除していない。
　尚、施設の存在を前提としない事業については、特別の法改正を必要とすることなく、現行制度のもとで実施可能なものと考える。
　内閣府としては、ご要望の趣旨を踏まえ、上記の内容を含め、ＰＦＩのより一層の普及広報に努めて参る。

浜松市
世界都市浜松・ユ
ニバーサルデザイ
ン構想

1370 1370020 200030

ユニバーサ
ルデザイン
に関する国
家資格制度
の構築

専門的知識を有する人材を国家的に認定
して，その人材をコーディネーター的立
場に置くことによって，より一層ユニ
バーサルデザインを推進とともに，行政
サービス事業の民間開放の一環として，
民間事業者に新たなビジネス機会を提供
し，雇用の促進を図る。

国家資格制度
（仮）ユニバーサルデザイン技術者
1級：ユニバーサルデザインに関する
専門的知識を熟知し，専門的立場に
立って指導，支援ができる者
2級：ユニバーサルデザインに関する
専門的知識を有し，その推進に寄与で
きる者
3級：ユニバーサルデザインに関する
専門的知識を有している者
4級：ユニバーサルデザインに関する
知識を有している者
4段階のレベル分けによりトップクラ
スの人材育成から，誰もが参加できる
クラスまでの全国的意識啓発を目指
す。

ユニバーサルデザインに関す
る国家資格制度を創設するこ
とによって，全国的な意識の
向上と専門的人材の育成が図
られる。また，これら専門的
人材がコーディネーター的立
場となっていくことで，今ま
で行ってきた行政サービスが
民間事業者へのビジネス機会
へと転向し，官・民・事業者
の三位一体となったユニバー
サルデザインの推進が図られ
る。

6

6
内閣府では、ユニバーサルデザインに関する施策を含む高齢社会対策大綱や障害者基
本計画等の推進に関する事務を所掌しているが、それは、政府全体の施策の基本的な
方向を示し、大綱や基本計画に沿って各省の施策が総合性を保ちつつ推進されるよう
働きかけるとともに、関係団体との連携や広報啓発を行うものであるため。

㈱東京
リーガル
マインド

「民間事業者」の
範囲 3078 3078010 200040

民間委託先
を株式会社
等の事業法
人に限定

行政サービスの民間委託先を株式会社等
の普通法人に限定

行政サービスの委託先を普通法人に限
定し、民間事業者による入札・プロ
ポーザルによるコンペティションを通
じて、リーズナブルな行政サービスを
実施する。

民間活力による地域経済の活
性化を実現させるため

会計法（昭和２２年法律第
３５号）第２９条の３

請負その他の業務外注につ
いては、一般競争入札によ
る業者選定を基本としてい
る。随意での契約について
も、会計法の趣旨に則り、
業務遂行に最も適切な業者
を選定している。

3 　
会計法第２９条の３に基づき、業務外注する業者については競争による公正な選定を
基本としつつ、随意での契約においても、コスト・質に考慮しつつ適切な業者を選定
しているため。

さいたま
市

市民と行政の協働
（コラボレーショ
ン）によるまちづ
くり構想

1209 1209010 200050

NPO法人の認
証権限等の
政令指定都
市への移譲

事務所が一つの政令指定都市の区域内に
所在するNPO法人を設立しようとする場
合の認証権限等の政令指定都市への移譲
を求めるものである。

政令指定都市において、その区域内を
主たる活動範囲とするNPO法人の認証
や監督を行うことにより、これら法人
の活動実態等を十分踏まえた、行政と
の協働（コラボレーション）をさらに
推進する。

主たる活動区域が市域内に限
定されている団体であって
も、NPO法人としての認証や監
督は都道府県知事が行うこと
となっているため、市域内で
活動しているNPO法人の実態を
十分に把握することができ
ず、本市が目指す、これら団
体と行政との協働（コラボ
レーション）に支障が生じて
いるため。

特定非営利活動促進法第９
条第１項

ＮＰＯ法人の所轄庁は、そ
の事務所が所在する都道府
県知事（二以上の都道府県
の区域内に事務所を設置す
るものにあっては内閣総理
大臣）とされている。
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提案者の要望は、以下を内容とするものである。
行政とＮＰＯやボランティア団体との協働を進めていくにあたり、これら団体の活動実態を把握する
ため、所轄庁の権限を都道府県から政令指定都市へ移譲する必要がある。

この要望は、以下のとおり、現行制度において対応可能である。
特定非営利活動促進法は、ＮＰＯ法人及び所轄庁に対して事業報告書等の閲覧を義務づけるなど、Ｎ
ＰＯ法人に関する情報公開を徹底している。認証・監督行為の有無に係わらず、情報公開によって相
当の情報を把握することができ、また、こうした情報をもとに、例えば市町村がＮＰＯ法人へのヒア
リング調査を行うなどにより、ＮＰＯ法人の活動実態を把握することは十分できる。

なお、内閣府においては、この要望に関し、以下のとおり全国的に対応することとしたい。
①　内閣府では、より簡易にＮＰＯ法人に関する情報が入手できるように、平成15年度末までに、内
閣府認証のＮＰＯ法人について、事業報告書等、縦覧･閲覧資料のインターネット公開が可能となるシ
ステムを構築することとしている。電子政府推進の趣旨を踏まえ、都道府県においても同様の措置が
講ぜられるよう、内閣府としても情報交換を進めていく。
②　もとより、地域活性化のために行政とＮＰＯ・ボランティア団体との協働は重要であると認識し
ている。こうした認識のもと、国民生活審議会において、市民活動相互の連携、広範な市民活動への
参加、利用、支援等をはじめ、地域社会の再興を実現していく上での諸課題について調査審議を進め
ている。内閣府においても、同審議会の調査審議を踏まえつつ、ＮＰＯ発展の観点から、かかる課題
に関して地方公共団体等と協力し対応を進めていく。

提案者は、NPO法人の認証権限の県
から政令指定都市への移管を要望し
ており、これが実現できないか、検討し
回答されたい。
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提案者の要望は、以下を内容とするものである。
行政とＮＰＯやボランティア団体との協働を進めていくにあたり、これら団体の活動実態を把握するため、所轄庁の権限を都道府県から政令指定都市へ移譲する必要
がある。

この要望は、以下のとおり、現行制度において対応可能である。
特定非営利活動促進法(以下、ＮＰＯ法)は、所轄庁の関与を極力抑制する一方で、ＮＰＯ法人及び所轄庁に対して事業報告書等の閲覧を義務づけるなど、ＮＰＯ法人に
関する情報公開を徹底している。認証・監督行為の有無に係わらず、情報公開によって相当の情報を把握することができ、また、こうした情報をもとに、例えば市町村が
ＮＰＯ法人へのヒアリング調査を行うなどにより、ＮＰＯ法人の活動実態を把握することは十分できる。
そもそも、ＮＰＯ法人の認証は、市民の自由な社会貢献活動を促進することを目的とし、法律に基づき厳正かつ中立に実施すべきものであり、行政とＮＰＯやボランティ
ア団体との協働の促進とは別の問題である。
所轄庁が担うＮＰＯ法人の認証・監督は、所轄庁の関与を極力抑制するというＮＰＯ法の趣旨に沿ってなされるべきものであることから、所轄庁としての情報収集も認
証・監督を行う上で最低限必要なものにとどめるべきである。所轄庁としてＮＰＯ法人の認証･監督を行う際に、ＮＰＯ法人との協働を進める上での団体の活動実態の把
握までも行うことは、上述したＮＰＯ法の趣旨になじまない。
さらに、政令指定都市の長に所轄庁を委譲した場合の問題点は、所轄庁の構造が三層構造となることである。この場合、ＮＰＯ法人が新たに当該政令指定都市を超え
て事務所を構える際には、同一都道府県内において活動しているにもかかわらず、所轄庁変更をしなければならないことになる。これは、法律上の手続はできる限り簡
素なものにするというＮＰＯ法の理念になじまない。
なお、内閣府においては、この要望に関し、以下のとおり対応することとしたい。
①　内閣府では、より簡易にＮＰＯ法人に関する情報が入手できるように、平成15年度末までに、内閣府認証のＮＰＯ法人について、事業報告書等、縦覧･閲覧資料の
インターネット公開が可能となるシステムを構築することとしている。電子政府推進の趣旨を踏まえ、都道府県においても同様の措置が講ぜられるよう、内閣府としても
情報交換を進めていく。
②　もとより、地域活性化のために行政とＮＰＯ・ボランティア団体との協働は重要であると認識している。こうした認識のもと、国民生活審議会において、市民活動相互
の連携、広範な市民活動への参加、利用、支援等をはじめ、地域社会の再興を実現していく上での諸課題に
ついて調査審議を進めている。内閣府においても、同審議会の調査審議を踏まえつつ、ＮＰＯ発展の観点から、かかる課題に関して地方
公共団体等と協力し対応を進めていく。
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牟礼町 牟礼町まちづくり
計画 2092 2092010 200060 NPO認証の権限移譲 NPO認証の所管庁を県から町にする。

　まちづくりに関係する業務につい
て、行政サービスの実施主体として町
が認証するNPOに参入機会を提供し、
行政パートナーとして登録したNPOに
業務委託することによって、町内に雇
用を創出するとともに、行政サービス
の民間開放を地域で共有し、有機的に
連携することで少子高齢化社会におい
て懸念される働き手の不足対策ともな
る。

町行政サービスに深く関係す
ることから、本町により認証
を行う必要がある。

特定非営利活動促進法第９
条第１項

ＮＰＯ法人の所轄庁は、そ
の事務所が所在する都道府
県知事（二以上の都道府県
の区域内に事務所を設置す
るものにあっては内閣総理
大臣）とされている。

2 Ⅶ

提案者の要望は、以下を内容とするものである。
住民と行政が協働するまちづくりを推進するため、「牟礼町まちづくり計画」において、まちづくり
に関する業務についてＮＰＯに対する業務委託を推進する。当該計画に関するＮＰＯ法人の認証は、
町行政サービスに深く関係することから、本町により認証を行う必要がある。

この要望は、以下のとおり、現行制度において対応可能である。
特定非営利活動促進法は、ＮＰＯ法人及び所轄庁に対して事業報告書等の閲覧を義務づけるなど、Ｎ
ＰＯ法人に関する情報公開を徹底している。認証行為の有無に係わらず、情報公開によって相当の情
報を把握することができ、また、こうした情報をもとに、例えば市町村がＮＰＯ法人へのヒアリング
調査を行うなどにより、業務委託先の選定に必要なＮＰＯ法人の情報を得ることは十分できる。
一方、ＮＰＯ法人の認証は、市民の自由な社会貢献活動を促進することを目的とし、法律に基づき厳
正かつ中立に実施すべきものであり、行政サービスの業務委託先の選定とは別の問題である。

なお、内閣府においては、この要望に関し、以下のとおり全国的に対応することとしたい。
①　内閣府では、より簡易にＮＰＯ法人に関する情報が入手できるように、平成15年度末までに、内
閣府認証のＮＰＯ法人について、事業報告書等、縦覧･閲覧資料のインターネット公開が可能となるシ
ステムを構築することとしている。電子政府推進の趣旨を踏まえ、都道府県においても同様の措置が
講ぜられるよう、内閣府としても情報交換を進めていく。
②　もとより、地域活性化のために行政とＮＰＯ・ボランティア団体との協働は重要であると認識し
ている。こうした認識のもと、国民生活審議会において、市民活動相互の連携、広範な市民活動への
参加、利用、支援等をはじめ、地域社会の再興を実現していく上での諸課題について調査審議を進め
ている。内閣府においても、同審議会の調査審議を踏まえつつ、ＮＰＯ発展の観点から、かかる課題
に関して地方公共団体等と協力し対応を進めていく。

提案者は、NPO法人の認証権限の県
から町への移管を要望しており、これ
が実現できないか、検討し回答された
い。

3

提案者の要望は、以下を内容とするものである。
住民と行政が協働するまちづくりを推進するため、「牟礼町まちづくり計画」において、まちづくりに関する業務についてＮＰＯに対す
る業務委託を推進する。当該計画に関するＮＰＯ法人の認証は、町行政サービスに深く関係することから、本町により認証を行う必要がある。

この要望は、以下のとおり、現行制度において対応可能である。
特定非営利活動促進法は、ＮＰＯ法人及び所轄庁に対して事業報告書等の閲覧を義務づけるなど、ＮＰＯ法人に関する情報公開を徹底している。認証行為の有無に係
わらず、情報公開によって相当の情報を把握することができ、また、こうした情報をもとに、例えば市町村がＮＰＯ法人へのヒアリング調査を行うなどにより、業務委託先
の選定に必要なＮＰＯ法人の情報を得ることは十分できる。
そもそも、ＮＰＯ法人の認証は、市民の自由な社会貢献活動を促進することを目的とし、法律に基づき厳正かつ中立に実施すべきものであり、行政サービスの業務委託
先の選定とは別の問題である。
所轄庁が担うＮＰＯ法人の認証・監督は、所轄庁の関与を極力抑制するというＮＰＯ法の趣旨に沿ってなされるべきものであることから、所轄庁としての情報収集も認
証・監督を行う上で最低限必要なものにとどめるべきである。所轄庁としてＮＰＯ法人の認証･監督を行う際に、ＮＰＯ法人に対する業務委託先の選定に必要な情報まで
取得することは、上述したＮＰＯ法の趣旨になじまない。
さらに、市町村の長に所轄庁を委譲した場合の問題点は、所轄庁の構造が三層構造となることである。この場合、ＮＰＯ法人が新たに当該市町村を超えて事務所を構
える際には、同一都道府県内において活動しているにもかかわらず、所轄庁変更をしなければならないことになる。これは、法律上の手続はできる限り簡素なものにす
るというＮＰＯ法の理念になじまない。

なお、内閣府においては、この要望に関し、以下のとおり対応することとしたい。
①　内閣府では、より簡易にＮＰＯ法人に関する情報が入手できるように、平成15年度末までに、内閣府認証のＮＰＯ法人について、事業報告書等、縦覧･閲覧資料の
インターネット公開が可能となるシステムを構築することとしている。電子政府推進の趣旨を踏まえ、都道府県においても同様の措置が講ぜられるよう、内閣府としても
情報交換を進めていく。
②　もとより、地域活性化のために行政とＮＰＯ・ボランティア団体との協働は重要であると認識している。こうした認識のもと、国民生活審議会において、市民活動相互
の連携、広範な市民活動への参加、利用、支援等をはじめ、地域社会の再興を実現していく上での諸課題に
ついて調査審議を進めている。内閣府においても、同審議会の調査審議を踏まえつつ、ＮＰＯ発展の観点から、かかる課題に関して地方
公共団体等と協力し対応を進めていく。

富山県 都市農山漁村交流
推進構想 1295 1295010 200070

構造改革特
区内規制緩
和措置適用
事務手続き
の簡素化

構造改革特区認定地区内において適用さ
れる都市農山漁村交流関係規制緩和措置
の適用について、国の認定権限を新規以
外で、既に国が認めた事項に限って、県
に移譲する。

１ 富山県制定の「都市との交流によ
る農山漁村地域の活性化に関する条
例」に基づき、一定の基準を満たした
地域を「重点地域」として知事が指定
する。
2 知事により「重点地域指定」を受け
た地域内においては、自動的に構造改
革特区内規制緩和措置（新規以外で、
既に国が認めた事項に限る。）が適用
され、都市農山漁村交流が活発化す
る。

1 構造改革特区内規制緩和措
置の適用を受けるためには、
国に対する認定手続が必要で
ある。
2 国に対する認定手続には時
間と労力が必要であり、この
ことが構造改革特区認定によ
る規制緩和措置適用を逡巡さ
せている一因であると考えら
れる。
3 富山県では、「都市との交
流による農山漁村地域の活性
化に関する条例」に基づき、
一定の基準を満たした地域に
ついて、市町村長の申し出に
より、知事が都市農山漁村交
流の推進に係る「重点地域」
を指定することとなってい
る。一定の基準を満たすため
には、都市農山漁村交流に対
する地域の熱意が存在するこ
と及び実施体制が整備されて
いること等が必要である。つ
まり、「重点地域」として指
定された地域とは、構造改革
特区認定要件を基本的には有
しているということでもあ

構造改革特別区域法第４条

構造改革特区は、地方公共
団体からの申請を受けて、
関係行政機関の長の同意を
得た上で、内閣総理大臣が
認定することとなってい
る。

3

　構造改革特区制度は、地方公共団体が当該地域の活性化を図るために自発的に設定
する区域であって、当該地域の特性に応じた特定事業を実施し又はその実施を促進す
るものであり、地域の特性に応じた規制の特例措置を適用するにあたり、地域活性化
の観点から内閣総理大臣が認定を行うとともに、規制を所管する関係行政機関の長の
同意を求めることとしているものである。特に、法律事項等については、法律上の認
定行為により特例を発効させる必要がある。
　特区制度の枠組みにおいては、総理の認定、関係行政機関の長の同意が必要とされ
ているが、規制の特例で特段の問題の生じていないものは速やかに全国展開を行うこ
ととされており、この場合はそもそも国の認定手続きが不要となる。また、特区の認
定申請については、内閣府においても、要件に適合するものであれば数を限定するこ
となく全て認定することとしており、特区法において申請受付から認定の期間も３ヵ
月以内と定められていることから（なお、過去３回の認定は、いずれも申請から２ヵ
月以内でなされている。）、特区計画の認定要件さえ満たすものであれば、ご指摘の
ような時間や労力を要するものではないと考えている。

神戸市 神戸国際集客観光
都市構想 2024 2024030 200080

自転車法の
「自転車
等」の対象
拡大

自転車法で規定している「自転車等」に
ついて、道交法上の自動二輪車を加える
ことにより、自治体が放置された自動二
輪を撤去することを可能にする。

自転車法の「自転車等」の定義に自動
二輪車(125cc以下）を加え、自治体に
よる撤去権限を与える。
・自治体は条例改正を行い、放置禁止
区域内の放置自動二輪車も撤去できる
こととする。
・自治体は自転車等の撤去にあたっ
て、自転車・原付・自動二輪を一斉に
撤去する事が可能になり、放置の無い
状況を維持することが出来る。

・現行の自転車法では、「自
転車等」は道交法上の自転
車・原付と規定されており、
このため自動二輪車について
は自治体の撤去等の規制権限
が及ばない。
・このため、駅前等の放置自
転車等の撤去を行った際に，
①自転車・原付が撤去されて
も，自動二輪が撤去されない
ことの不公平感、　②自動二
輪が残ることにより再び自転
車等の放置を誘発する、など
の問題を生じている。

7

神戸市 神戸国際集客観光
都市構想 2024 2024040 200090

自転車法
の、放置自
転車等の撤
去・保管・
処分を行う
者の定義改
正

自転車法では放置自転車等の撤去・保
管・処分につては、市長村長が行うもの
としているが、これを民間事業者にも委
任可能なものとして認める。

・自治体は、撤去を行う事業者を選定
し、撤去の委託を行い、告示等により
住民への周知を図る。
・事業者は定められた手続きに基づ
き、放置自転車の撤去・保管・処分を
行い、実績に基づき委託料を受ける。

放置自転車の撤去は、自転車
法に基づき、自治体が条例で
手続きを定めるが、撤去・処
分は典型的な「公権力の行
使」にあたり、一般的には他
者への委任が出来ない行政権
限とされる。自転車法に委任
項目を定めることにより、民
間事業者の参入を可能にす
る。

5

自転車法では、市町村長が必要と認める場合、条例で定めるところにより放置自転車
の撤去・保管・処分等を行うことができる旨規定されているところであり、その具体
的方法・手法等は、市町村の判断により条例等に基づき、定めることができる。従っ
て、多くの自治体が実施しているように、撤去、保管の作業は、民間に委託すること
ができる。このため、提案主体の提案は自転車法の改正を待つまでも無く、実現は可
能 で あ る と 解 さ れ る 。

提案者は、放置自転車の撤去、保管
のほか、処分についても民間事業者へ
の委任の可能化を求めており、これに
ついて検討し、回答されたい。

5
自転車法では、市町村長が必要と認める場合、条例で定めるところにより放置自転車の撤去・保管・処分等を行うことができる旨規定されているところであり、その具体
的方法・手法等は、市町村の判断により条例等に基づき、定めることができる。従って、多くの自治体が実施しているように、撤去、保管、処分の作業は、民間に委託す
ることができる。このため、提案主体の提案は自転車法の改正を待つまでも無く、実現は可能であると解される。

札幌市 交流と創造の空
間・活動づくり 1258 1258090 200100

信用保証協
会による信
用保証の特
定非営利活
動法人への
適用

「信用保証協会法」に基づいて運営され
ている信用保証協会による信用保証の対
象を，特定非営利活動法人にも拡大する
こと。

札幌元気基金の創設により市の事業と
して資金支援を行っていくことに加
え，提案事項が実現することによりコ
ミュニティ・サービスを担うＮＰＯが
金融機関から的確な資金調達を行うこ
とができるようになり，中小企業や創
業に挑戦するＮＰＯなど地域において
必要な資金が供給されることとなる。

市民活動団体は，年年その数
は増すとともに，その社会的
役割が期待されているが，信
用保証協会の保証を受けられ
ないことが，コミュニティ･
サービスを始め事業に必要な
資金調達の支障となってい
る。

6 信用保証協会法、中小企業信用保険法を所管していないため。
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牟礼町 牟礼町まちづくり
計画 2092 2092020 200110

特定公益増
進法人に係
る取扱の準
用

特定公益増進法人の寄付行為に関する税
控除に係る取扱を法令の定めにかかわら
ず、町が認定したNPOにも準用する。

　特定公益増進法人の寄付行為に関す
る税控除に係る取扱を住民と行政が協
働するまちづくりの業務委託先である
NPOに対しても準用することにより、
地域再生の担い手育成及びNPO活動等
の活性化支援を図る。NPO活動等の活
性化は、当該NPOの体力強化を図ると
ともに、地域社会全体への還元が期待
できる。

地域再生の担い手を育成し、
地域再生を実現するのために
は、従来とは異なる積極的な
支援が必要となる。

6 法人税法、同法施行令、所得税法及び同法施行令を所管していないため。

枚方市
福祉コミュニ
ティ・ビジネス構
想

2141 2141010 200120
ＮＰＯ活動
等の活性化
支援

コミュニティサービスを実施するNPO法
人や社会福祉法人等への、運営・活動を
活性化する為のアドバイザー派遣や人材
の研修・育成、活動支援などに要する経
費に対して、地方財政措置を講じること
で、事業者の確保や事業内容の充実が図
れる。

地域福祉事業に実績を持つNPO法人や
社会福祉法人等が障害者を雇用し、高
齢者・障害者対策事業、地域や子育て
支援事業に関して、公的施策制度に乗
り難い部分を、地域福祉事業に実績を
持つNPO法人社会福祉法人等が障害者
を雇用しニッチ産業としてコミュニ
ティビジネスを展開する上で必要なア
ドバイザー派遣や人材の研修・育成、
活動助成などを行う。

公的な施策や制度が整備され
る中でも、日常生活におい
て、高齢者や障害者そして子
育てなどで、様々なニーズが
存在しその部分をカバーする
為にNPO法人や社会福祉法人等
の民間活力を活用することで
事業展開をめざす。そのため
に、活動支援の為の財政的措
置を講じる必要がある。

6
本提案にあるような地方財政措置を行う事業は行っていない。
なお、総務省においてＮＰＯ活動等の支援のための地方公共団体への取組に対する地
方財政措置を講じており、当該地方財政措置を活用することも考えられる。

石川町 未利活用農用地の
再生計画 1111 1111030 200130

構造改革特
区と地域再
生計画の一
元化

規制改革以外の地域再生計画がある場合
においては、構造改革特区の認定を受け
ずに地域再生計画の認定のみで可能とす
る｡

農業生産法人以外の法人による新規就
農の推進

構造改革特区での認定と地域
再生計画での認定の両方が必
要となり複雑になってしまう
ことが懸念される｡地域再生計
画に一元化されることにより
効率的な計画が可能となる｡ ・構造改革特別区域法

・地域再生推進のための基
本指針（平成15年12月19日
地域再生本部決定）

構造改革特区は、制度上は
特区法に基づいた独立の制
度となっているが、今後地
域再生計画との一括申請等
を検討。

5

構造改革特区は、特区法に基づいた独立した制度であって、地域再生とは別の制度で
あり、両者を制度上完全に一元化することは困難であるが、「地域再生推進のための
基本指針」においても、地域再生の取組にあたっては構造改革特区制度を活用するも
のとされていることから、計画の申請事務においては、特区の計画と、地域再生の計
画を同時に申請できるよう検討するなど、申請者の負担の軽減に努めて参りたい。

堺市 地方行財政再生構
想 2086 2086040 200140

構造改革特
別区域制度
にかかる規
制緩和提案
のデータ
ベース化

構造改革特別区域制度で過去に提案され
た事項について省庁別、法令別、事項別
で検索できるようなデータベースの作成

過去の規制緩和提案とそれに対する各
省庁の対応は、PDFファイルにより公
開されているものの検索に非常に労力
が必要であることから、データベース
化することにより、省庁別、法令別の
検索を可能とする。

事務の利便性の向上 2
御要望も踏まえ、構造改革特区の一層の利便性の向上に資するため、過去の提案と各
省庁の対応の検索可能化をはじめとして、国民に分かりやすい形で特区の利用方法や
各認定特区での取組みなどを示すホームページを新設するなど、所要の対応を行う。

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創成
プロジェクト 3024 3024010 200150

市場モデル
の公表と関
係者による
議論の場の
提供

地域再生本部が地域資本市場のプロトタ
イプを公表するとともに、学識者等によ
る地方資本市場に関する議論の場を設
け、その内容を公表していく。

地域資本市場のプロトタイプや学識者
による議論等を公表していくことで、
各地域金融市場創成に向けた各地域の
具体的な動きを助長し、創成プロジェ
クトの拡大を図る。

現状では地域経済活性化の為
の地域資本市場に対する興味
はあるが具体化のイメージが
ない地方公共団体が少なくな
い。

6 地域資本市場の整備に係る施策は、内閣府では行っていない。

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創成
プロジェクト 3024 3024020 200160

横断的な支
援の為の行
政ネット
ワーク作り

地域において創成プロジェクト・チーム
が具体的な実務検討を行った結果発生す
る行政上の問題点確認の為に再生本部に
窓口を設置して、関係省庁間の横断的協
力を求める。

地域資本市場創成における行政上の実
務的問題点を迅速に確認していくとと
もに、その問合せあわせ内容と結果を
公表していくので、結果として地域資
本市場の基礎構築を早期に行うことが
可能となる。

横断的な支援の為の開かれた
行政窓口の設置により、地域
における具体的な実務検討の
ネットワーク化を加速でき
る。

6 本提案は地域再生本部への要望事項である。
なお、地域資本市場の整備に係る施策は、内閣府では行っていない。

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創成
プロジェクト 3024 3024050 200170

券面不発行
への早期対
応支援

再生本部が証券保管振替機構に対し、地
方資本市場利用の住民向け地方債発行に
限り、券面不発行への早期対応を要請す
る。

地域資本市場創成の基礎構築段階で
は、住民向け地方債で地域内資金循環
の実例を作っていく必要があり、その
為に券面不発行の対応を早期に行う
（一般債については平成17年秋）こと
で、発行者である地方公共団体や仲介
者である金融機関のコストを低下させ
ることが可能となる。

現状の住民向け地方債は、本
券による現物債対応が必要で
ある為、発行者・仲介者との
コストが通常の調達より多く
かかる。

6 本提案は地域再生本部への要望事項である。
なお、地域資本市場の整備に係る施策は、内閣府では行っていない。
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15.提案主
体名

19.地域再生構想の
名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生
のための支
援措置に係
る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に係る提
案事項の内容 31.具体的事業の実施内容 32.提案理由 37.提案事項に関連する法令、告

示、通達等の定め
38.制度等の現状

39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類の
見直し

46.措置等
の内容の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回答

㈱東京
リーガル
マインド

民間活力の積極的
活用による地域経
済活性化

3077 3077010 200180

LEC大学に対
する規制緩
和・民間事
業者による
特区促進
「構造改革
特別区域法
の改正」

民間事業者による特区申請を可能とす
る。地方公共団体のみに申請を認めてい
る現行制度では、地元業者による新規参
入の阻害等により、特区制度を用いた地
域経済活性化実現を妨げられてしまう可
能性もある。

民間事業者による特区申請を可能とす
る。地方公共団体のみに申請を認めて
いる現行制度では、地元業者による新
規参入の阻害等により、特区制度を用
いた地域経済活性化実現を妨げられて
しまう可能性もある。

民間活力による地域経済の活
性化を実現させるため 構造改革特別区域法第４条

構造改革特区の申請主体
は、地方公共団体（都道府
県、市町村（特別区を含
む）、又は地方自治法第
284条第1項の一部事務組合
若しくは広域連合）とされ
ている。

3

 構造改革特別区域については、地域を限定して規制改革を行うものであり、構造改革特別
区域法にあるように、
①規制の特例措置の適用を受けて特定の事業を実施し又はその実施を促進することによ
り、地域の活性化を図る一定の区域を設定するものであること
②区域の設定に当たっては、地域の特性、実施しようとする事業などを総合的に判断する必
要があること
などから、地方公共団体を申請主体としているものである。
　ただし、本制度の趣旨が、地方公共団体のみならず民間事業者も含めた地域からの立案
により、地域の活性化や構造改革の実現を目指すものであることにかんがみ、民間事業者
等から地方公共団体に対して計画についての提案をできる規定（第4条第4項）を設け、当該
提案を踏まえた計画認定を地方公共団体が国に求める場合には当該提案の概要を添付さ
せるとともに、また、提案を受けた地方公共団体は提案を踏まえた特区計画の案を作成する
必要がないと判断した場合には、その旨及びその理由を提案した者に通知しなければならな
いこととするなど、民間事業者等の提案の取り扱いについて透明性を高めているものであ
る。
　 なお、内閣官房に、地方公共団体や民間事業者等からの苦情処理・相談等のための窓口
を設けている。 地方公共団体への提案をしたにも関わらず地方公共団体から何ら回答がな
い場合、行政機関や業界団体等から提案等に関し何らかの圧力をかけられたと感じた場合
等には、この相談窓口に相談を行って頂きたい。

㈱東京
リーガル
マインド

民間活力の積極的
活用による地域経
済活性化

3077 3077020 200190

LEC大学に対
する規制緩
和・民間事
業者による
特区促進
「構造改革
特別区域法
の改正」

民間事業者による特区申請を可能とす
る。地方公共団体のみに申請を認めてい
る現行制度では、地元業者による新規参
入の阻害等により、特区制度を用いた地
域経済活性化実現を妨げられてしまう可
能性もある。

民間事業者による特区申請を可能とす
る。地方公共団体のみに申請を認めて
いる現行制度では、地元業者による新
規参入の阻害等により、特区制度を用
いた地域経済活性化実現を妨げられて
しまう可能性もある。

株式会社立大学は、学校設置
者に株式会社を認めたのみ
で、その他の規定は全て学校
教育法・大学設置基準の規定
が適用されるのが現状であ
る。しかし、それでは、規制
によって過度の負担を強いら
れるため、特区法の効果が半
減する可能性が高い。

構造改革特別区域法第４条

構造改革特区の申請主体
は、地方公共団体（都道府
県、市町村（特別区を含
む）、又は地方自治法第
284条第1項の一部事務組合
若しくは広域連合）とされ
ている。

3

 構造改革特別区域については、地域を限定して規制改革を行うものであり、構造改革特別
区域法にあるように、
①規制の特例措置の適用を受けて特定の事業を実施し又はその実施を促進することによ
り、地域の活性化を図る一定の区域を設定するものであること
②区域の設定に当たっては、地域の特性、実施しようとする事業などを総合的に判断する必
要があること
などから、地方公共団体を申請主体としているものである。
　ただし、本制度の趣旨が、地方公共団体のみならず民間事業者も含めた地域からの立案
により、地域の活性化や構造改革の実現を目指すものであることにかんがみ、民間事業者
等から地方公共団体に対して計画についての提案をできる規定（第4条第4項）を設け、当該
提案を踏まえた計画認定を地方公共団体が国に求める場合には当該提案の概要を添付さ
せるとともに、また、提案を受けた地方公共団体は提案を踏まえた特区計画の案を作成する
必要がないと判断した場合には、その旨及びその理由を提案した者に通知しなければならな
いこととするなど、民間事業者等の提案の取り扱いについて透明性を高めているものであ
る。
　 なお、内閣官房に、地方公共団体や民間事業者等からの苦情処理・相談等のための窓口
を設けている。 地方公共団体への提案をしたにも関わらず地方公共団体から何ら回答がな
い場合、行政機関や業界団体等から提案等に関し何らかの圧力をかけられたと感じた場合
等には、この相談窓口に相談を行って頂きたい。

稲川町 地域コミュニティ
の再生計画 1026 1026010 200200

補助金適正
化法処分制
限への優遇
措置

地域住民自治機能の強化等を図る上で住
民活動の拠点施設の整備が早急に必要不
可欠であり、既存施設を有効活用しリ
ニューアル（増築・改装）により拠点施
設整備を計画しているが、国補助事業に
より整備されたものであり財産処分制限
期間に満たないため、補助金を所管する
各省庁の長の承認の可否とともにそれぞ
れの施設で所管省庁が異なるため承認の
ための手続きが大きな課題となっていま
す。
「住民活動拠点施設」等整備のため、補
助目的外での使用の承認条件の緩和（各
省各庁の長の耐用年数等の承認基準の緩
和、または、地方公共団体が利用方法を
検討し地方議会で検討を行い議決された
場合は、補助金適正化法２２条を適用せ
ず国庫補助を返還しないで目的外使用で
きる等）と同一の補助目的外使用につい
て包括的な承認をしていただくことによ
る手続きの簡素化等についての支援措置
を必要としております。

地区自治連絡協議会の活動拠点となる
『住民活動拠点施設』として計画して
いる６ヶ所の施設うち、稲庭・三梨・
川連地区においては、下記の国補助事
業により整備した施設４ヶ所をリ
ニューアル（増改築）し、既存施設を
有効活用することにより整備する。
・稲庭地区：「勤労青少年ホーム」
・三梨地区：川東地区として「三梨老
人憩の家」、川西地区として「克雪管
理センター」
・川連地区：「農村環境改善セン
ター」
また、当町において３つの大きな集落
（大舘・久保・八面）における活動拠
点となる施設についても同様に整備を
行う。
・大舘集落：「川連老人憩の家」
・久保集落：「健康管理センター」
・八面集落：「駒形老人憩の家」

行政改革の推進や市町村合併
などに伴う行政のスリム化を
目指すとき、国庫補助事業で
整備した施設や設備を当初の
補助目的以外で利用すること
により、既存施設を現在の地
域の必要性に応じた有効な活
用ができると考えます。
補助目的外使用のための補助
金適性化法２２条の適用除外
または同法による各省各庁の
長の承認基準の緩和、さらに
は複数の施設に係る同一の補
助目的外使用について包括的
な承認等による手続きの簡素
化についての支援措置によ
り、既存施設の有効活用を推
進し、地域コミュニティ活動
の強化とそれに伴う地域経済
の活性化を目指します。

6 補助金等適正化法を所管していないため。

磐梯町

仏都・会津のシン
ボル磐梯町への定
住化構想(過疎地域
からの脱却のため
の地域再生）

1232 1232030 200210

事業主体の
町とＰＦＩ
事業者の合
同実施の認
定

補助事業の事業主体を拡大し、町とＰＦ
Ｉ事業者などの組み合わせた形でも対象
とする

事業主体の拡大を図ることにより、Ｐ
ＦＩを含む民間と町との新たな共同事
業を取り組むことにより新規雇用の創
出が図られる。

民間を含む新たな事業主体を
認定することにより、雇用の
拡大と市場の活性化が図られ
る。

「民間資金等の活用による
公共施設等の整備等に関す
る事業の実施に関する基本
方針（平成12年3月13日総
理府告示第11号）」におい
て、『財政上の支援につい
ては、公共施設等の管理者
等が受けることのできる範
囲内で、民間の選定事業者
が受けられるように配慮す
ること。』とされている。

国庫補助制度（各種補助金
交付要綱等）については、
平成13年9月のPFI関係省庁
連絡会議において、「今
後、関係省庁において、必
要に応じて財政当局との協
議を行いつつ、個別の事業
分野ごとに補助金交付要綱
等の見直し等必要な措置を
講ずる」旨、申し合わせて
いる。

2 Ⅶ
　内閣府としては、各省庁所管の国庫補助制度について、ＰＦＩ事業の円滑な実施を
図るため、ＰＦＩ関係省庁連絡会議等を活用して、左記申し合わせについてフォロー
アップを行い、本申し合わせに沿った必要な措置を講じていく旨を再確認する。

フォローアップ・措置についての時期、
内容を明確にできないか、回答された
い。

2 Ⅶ ＰＦＩ事業における補助金の交付について、ＰＦＩ関係省庁連絡会議を活用して、講じられている措置や検討の状況のフォローアップを行うとともに、
民間資金等活用事業推進員会等における検討を通じ、イコールフッティングの実現に向け、必要な措置のさらなる拡充を目指す。（平成16年度中に措置）

千葉県
「東京湾ゲノムベ
イ地域」の形成の
推進

1303 1303030 200220
自由度の高
い研究資金
の配分

研究資金に係る補助金・委託費等につい
て、組織内部に自主的評価委員会を設け
るなど補助金・委託費等の使途について
適正なチェックが行われる場合には、提
出する実績報告書の内容等を簡素化する
など、研究者が本来の研究に集中できる
よう、制度を見直し。

当地域における研究に係る各種補助金
について、実績報告書による報告内容
の簡素化とこれによる研究者の研究へ
の集中を通じ、研究の活性化を図る。

研究資金に補助金等の国費を
活用する場合、研究者は「研
究報告書」や「会計報告書」
の作成に多大な労力が費やさ
れ、本来の研究への時間が割
かれてしまっているため、改
善が必要である。

6 内閣府は、競争的研究資金制度あるいは地域科学技術振興事業を所掌していないた
め。

浜松市
世界都市浜松・ユ
ニバーサルデザイ
ン構想

1370 1370030 200230

ユニバーサ
ルデザイン
商品のロゴ
商標登録

ユニバーサルデザイン商品のロゴ商標登
録（要望）を行う。ロゴマークを作成
し，認定された製品等に対してそのマー
クの使用を許可し，ユニバーサルデザイ
ンに関する商品の一元化を図る。

ユニバーサルデザイン商品のロゴ商標
登録（要望）を行う。一元化されたロ
ゴマークを作成し，認定された製品等
に対してそのマークの使用を許可す
る。

ユニバーサルデザイン商品の
ロゴマークを作成し，商品
（マーク）の一元化を図る。
民間事業者に対しその意識を
向上させることによって，一
般市民に対してもそのロゴ
マークが目に触れるのと同時
にユニバーサルデザインの意
識が向上し，官・民・事業者
の三位一体となったユニバー
サルデザインの推進が図られ
る。

6

6
内閣府では、ユニバーサルデザインに関する施策を含む高齢社会対策大綱や障害者基
本計画等の推進に関する事務を所掌しているが、それは、政府全体の施策の基本的な
方向を示し、大綱や基本計画に沿って各省の施策が総合性を保ちつつ推進されるよう
働きかけるとともに、関係団体との連携や広報啓発を行うものであるため。
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神戸市
神戸医療産業都市
構想の推進による
地域再生構想

2022 2022010 200240

産学民官の
連携による
地域の科学
技術振興・
産業活性化
のための中
核機関の機
能強化

産学民官の連携による地域の科学技術振興・産業活
性化のために、以下の中核機関の機能強化が必要で
ある。

（１）民間資金導入による中核機関の財政基盤強化
　① 中核機関の「特定公益増進法人」としての認
定要件の緩和
　② 中核的支援機関が新事業創出促進法関連税制
優遇措置（基金の損金算入）を受けるための政令４
事業実施要件の緩和

（２）地方公共団体による中核機関への支援体制の
強化
  ○中核機関への地方公共団体からの財政支援に対
する必要な措置
　・中核機関への出資金及び貸付金の財源を地方債
とする際の要件の緩和（国または地方公共団体の出
資比率の制限）等

（３）中核機関の機能強化を図るための研究費（競
争的資金）の運用の弾力化
・事業費に左右されず、すべての研究費（競争的資
金）に間接経費３０％を導入（第2期科学技術基本
計画に規定されている）

（４）大学発のバイオベンチャーの育成を支援する
ライフサイエンスＴＬＯを創設するための承認ＴＬ
Ｏの要件の弾力化
　○ ＴＬＯの承認基準の明示
　○ ＴＬＯの承認基準の弾力化
  ・原則１大学１ＴＬＯとの指導　→　複数のＴＬ
Ｏに弾力化
  ・承認には学長の同意が必要との指導　 →　同
意要件の弾力化（学部長等の同意）

（１）（２）民間資金の導入及び地方
公共団体の支援により、中核機関の財
政措置を強化し、産学民官の連携によ
る地域の科学技術振興・産業活性化に
資する。

（３）地域の科学技術振興を目的とす
る公益法人や大学等における産学連携
型の研究活動を加速することにより、
地域における革新技術・新産業の創出
を通じた地域経済の活性化を図る。

（４）京都大学、大阪大学、神戸大
学、理化学研究所など、関西を中心に
広域横断的な研究機関を対象として、
ライフサイエンスに特化して、研究成
果の事業化（アーリーインキュベー
ション）及び技術移転を促進するた
め、承認ＴＬＯとして、「ライフサイ
エンスＴＬＯ」を創設する。
　これにより、ライフサイエンス分野
特有の課題に対応した事業化支援体制
を構築することが可能となり、その結
果、研究成果の事業化が加速され、地
域経済の活性化に資することとなる。

（１）民間資金を導入しやすくするこ
とにより、中核機関の財政基盤が強化
され、地域産業活性化に資する。

（２）地域産業活性化に向けた中核機
関の財政基盤強化は、地方公共団体に
おける将来の税源の涵養につながるた
め、後年度負担を求めることが適切で
ある。

（３）すべての研究費（競争的資金）
に間接経費３０％が適用されていな
い。本来、間接経費によって中核機関
の活性化及び産学連携の加速を図る必
要がある。

（４）大学知的財産本部の設置に伴
い、ライフサイエンス分野での知的財
産を、早期に実用化・産業化するため
にも、専門的・広域的なＴＬＯが必
要。
しかしながら、国からは、承認ＴＬＯ
の要件として、
・原則１大学１ＴＬＯと指導されてい
る。
・承認ＴＬＯを設置するには学長の同
意が必要と指導されている。
これらの承認基準を明確化するととも
に、要件の弾力化が必要。

6 内閣府は、競争的研究資金制度あるいは地域科学技術振興事業を所掌していないた
め。

水屋グ
ループと
西東京市
役所防災
課との共
同提案
（現在進
行中）

日本の新しい防災
予防対策整備の強
化策ならびに、地
域住人の防災への
意識改革地元商工
業の活性化及び構
造改革。

3057 3057010 200250

各市の公共
施設に備え
る飲用水整
備を図る為
自治体レベ
ルでの予算
支援

各市における財源不足による防災予算が
取れない為、防災整備の遅れが目立ちま
す。地域住人の意識改革や酒販店の意識
改革及び構造改革の促進のためにも必要
最低限の支援措置を考慮願います。日本
における地下水の汚染、緊急井戸に指定
されている場所でも飲用不適が目立ち、
緊急時の安全な飲用水の確保がこの先必
ず不足していくことでしょう。対策整備
には時間が相当かかるので国よりなんら
かの対策を願います。

西東京市と西東京市小売酒販組合との
協力協定書を添付しておりますが、地
域ありとあらゆる場所に最低1400箱の
ピュアウォーター18㍑箱入りを備える
ものとし、ランニングストックという
一切無駄のない体制整備が実現いたし
ます。この事業の理念は、意識改革な
主な事業ですがペットボトル等のゴミ
問題、減量化。資源の再利用、再活用
も念頭におき、地域住人のリサイクル
活動の促進や飲用水の重要性なども普
及していくためです。

基本概念は、公共施設及び、
地域住人各家庭における飲用
水の確保は事業者負担、各家
庭負担を薦めております。し
かし意識改革にはそれ相当の
期間を有するためいち早く体
制整備を図る為、住人の目立
つ場所だけでも備えていく必
要性はあると思います。

6 防災基本計画（中央防災会議決定）において、災害時の水の供給の確保は厚生労働省
の担当であるため。

㈱東京
リーガル
マインド

第三セクター制度
の改革 3081 3081010 200260

第三セク
ター制度の
改革

産業再生機構が譲り受けることができる
債権を「金融機関等」が有するもの以外
にまで拡大し、地方公共団体が有する債
権を譲り受けることができるように改正
する。

産業再生機構による第三セクターの再
生を実現するため。

経営状況の厳しい第三セク
ターを事業を継続したまま再
生させるため。

株式会社産業再生機構法
（平成15年法律第27号）第
2条第1項第6号、株式会社
産業再生機構法施行規則
（平成15年内閣府・財務
省・経済産業省令第一号）
第3条第1項第11号

株式会社産業再生機構が債
権を買取る相手方である「金
融機関等」には、地方公共団
体も含まれており（規則第3条
第1項第11号）、地方公共団
体がいわゆる第三セクターに
融資している場合に当該第
三セクターを支援対象とする
ことは可能となっている。

2 Ⅶ
機構が債権を買い取る相手方である「金融機関等」には、地方公共団体も含まれており、現
行制度で対応可能であるが、その周知徹底を図るため、広報体制を充実させる等の必要な
措置を講じてまいりたい。

提案者の要望が現行制度で対応可能
であれば、措置等の分類は「５」ではな
いか。

5 貴見のとおりで差し支えない。

㈱東京
リーガル
マインド

第三セクター制度
の改革 3081 3081020 200270

第三セク
ター制度の
改革

現在定められている基準とは別個に第三
セクター再生のための支援基準を設け
る。

産業再生機構による第三セクターの再
生を実現するため。

経営状況の厳しい第三セク
ターを事業を継続したまま再
生させるため。

株式会社産業再生機構法
（平成15年法律第27号）第21
条、株式会社産業再生機構
支援基準（平成15年内閣府・
財務省・経済産業省告示第
一号）

株式会社産業再生機構（以
下「機構」という。）は、我が国
の金融と産業の一体的再生
を図るため、事業者のうち、
有用な経営支援を有しながら
過剰な債務を負っている事業
者に対し、金融機関等からの
債権の買取等を通じてその
事業の再生を支援するもの
である。
機構が以上のような業務を
行うに当たり、主務大臣は、
機構が事業者の再生支援を
するかどうかを決定するに当
たって従うべき基準等を定め
ることとされている（機構法第
21条第１項）。具体的には、
「支援基準」として、(1)産業活
力再生特別措置法（平成11
年法律第131号）の「生産性
向上基準」及び「財務健全化
基準」と同様の基準を満たす
こと、(2)事業者を支援決定時
点で清算した場合の当該事
業者に対する価値を、事業再
生計画を実施した場合の当
該債権の価値が下回らない
と見込まれること (3)買取決

2 Ⅶ

第３セクターであっても、市場原理に基づき、民間企業と同様に自立した事業として再生可能
なものであって、機構の支援基準を満たすものであれば、機構の支援対象となりうるので、現
行の支援基準とは別個に第３セクターの支援基準を設ける必要はない（なお、第３セクター
で、地域経済活性化や公益性の追求の観点から事業の再生が必要な事業者については、
地域の公共政策に責任をもつ地方公共団体等が当該団体等として例えば補助金等の援助
を行うべきかを判断し、機構はそれを踏まえて再生支援が可能かどうか判断することとな
る）。
したがって、現行制度で対応可能であるが、その周知徹底を図るため、広報体制の充実等の
必要な措置を講じてまいりたい。

貴府の回答について、公益性や自治
体の支援姿勢等、様々な定性的要因
も含めて総合的に第三セクターへの支
援の可否を判断することによって、提
案の趣旨が実現するものと解してよい
か、回答されたい。

5
産業再生機構の支援基準については、「当該事業者の属する事業分野の特性等を勘案し、合理的と認められる特段の事情があると産業再生委員会が認める場合は、
これを硬直的に適用することはしない」とされており、第三セクターについても同様の取扱いによって提案の趣旨が実現するものと考えている。
したがって、貴見のとおりで差し支えない。

㈱東京
リーガル
マインド

第三セクター制度
の改革 3081 3081030 200280

第三セク
ター制度の
改革

現在定められている基準とは別個に第三
セクター再生のための支援基準を設け
る。

地方公共団体が有する第三セクターの
ための保証債務及び将来発生する求償
権を産業再生機構へ譲り渡すことを可
能とする。

地方財政のリスクを減少させ
るため

株式会社産業再生機構法
（平成15年法律第27号）第19
条

株式会社産業再生機構（以
下「機構」という。）は、
我が国の金融と産業の一体
的再生を図るため、事業者
のうち、有用な経営資源を
有しながら過剰な債務を
負っている事業者に対し、
金融機関等からの債権の時
価での買取り等を通じてそ
の事業の再生を支援するも
のである。
以上の目的を達成するた
め、機構は①支援対象事業
者に対して金融機関等（地
方公共団体を含む）が有す
る債権の買取り等、②支援
対象事業者に対する資金の
貸付け、債務保証、出資、
③債権の管理及び譲渡その
他の処分、④出資に係る持
分の譲渡その他の処分、等
の業務を営むものとされて
いる（機構法第19条第１項
各号）。

3 -

地方公共団体の有する第三セクターのための保証債務及び将来発生する求償権を機構に
譲渡することは、第三セクターの事業者の再生につながるものではない。機構は、法律上、
事業の再生を目的とするものであって、地方公共団体の負担の軽減を図るための措置はとり
得ない。

富岡町

「原子力との共
生」電力生産地と
消費地との恒常的
役割の付加

1153 1153010 200290 原子力との共生
国の電力生産地に対する中央との共存の
支援

原子力立地との共存共栄を図り、原子
力政策の円滑な相互理解の醸成 6

6:担当でない
（理由）
　当方は、「原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法」を所管している
が、個別の事業に対する支援措置は各事業所管省庁が実施しているため、所管外と考
える。
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神奈川県

知的イノベーショ
ン創出プログラム
（神奈川方式の知
的財産戦略）

1284 1284020 200300

光科学分野
を中心とす
るKAST研究
成果に競争
的資金の集
中投資

　KASTでは、流動研究プロジェクトなど
で優れた研究成果を創出している。特に
独創的で大きな展開が期待される研究成
果については、光科学重点研究室におい
て、研究者と雇用関係を継続して、強力
な成果展開を進めている。
これらKASTの研究活動により創出された
有望な研究成果は、KASTの研究システム
を活用して成果展開を図ることが最も効
果的であり、光科学分野を中心とする
KAST研究成果に、国等の各種競争的資金
の集中投資をお願いしたい。

「知的イノベーション創出プログラ
ム」の重点分野である「光科学（光触
媒等）」について、KASTの研究システ
ム（成果創出・技術移転一貫方式）を
最大限に活用した、研究成果の強力な
地域展開が図られる。

○光科学重点研（KAST３大技術）
　・光機能材料グループ
　・近接場光学グループ
　・マイクロ化学グループ

KASTの研究システムにより創
出された研究成果について、
国等の競争的資金を投入して
へ応用展開する際は、KASTの
研究者としてかつKASTを中核
機関として推進することが最
も望ましい。
KASTが創出してきた基本的特
許の応用開発にかかる国等の
競争的資金は、KASTへ集中投
資を行う。

6 内閣府は、競争的研究資金制度あるいは地域科学技術振興事業を所掌していないた
め。

千葉県
「東京湾ゲノムベ
イ地域」の形成の
推進

1303 1303050 200310
科学技術予
算の重点投
入

「東京圏におけるゲノム科学の国際拠点
形成」（都市再生プロジェクト）の実現
のため、対象地域である、かずさ、千
葉、柏・東葛地域において取り組むこと
としている健康科学分野の産業化を目指
したゲノム研究開発に関する国関連予算
を重点的投資。

都市再生プロジェクトを実現するた
め、かずさ地域において、かずさDNA
研究所や生物遺伝資源保存施設が有す
る資源を基に、臨海部の企業や大学・
研究機関等が共同して実施する産業
化・実用化を目指した研究プロジェク
トを、国の科学技術予算による重点的
支援を得ながら積極的に進めていく。
また、千葉地域、柏・東葛飾地域にお
いて、千葉大学、東京大学柏キャンパ
ス、東京理科大学などを中心に企業と
の新技術創出に向けた共同研究プロ
ジェクトを創出していく。

我が国がゲノム科学分野で国
際的に優位に立つためには、
「東京圏ゲノム科学の国際拠
点形成」（第四次都市再生プ
ロジェクト）が目指している
プロジェクトの着実な進展が
必要であるが、現在のとこ
ろ、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対し、重点
的に科学技術予算の措置がな
されていないので、所要の措
置が必要である。

6 内閣府は、独自の予算を持たず、ゲノム関連の各プロジェクトについては、各省のラ
イフサイエンス関連予算で行われているため。

神戸市
神戸医療産業都市
構想の推進による
地域再生構想

2022 2022020 200320

地域ごとの
クラスター
形成に向け
た、特定分
野の研究費
（競争的資
金）及び地
域科学技術
振興施策・
地域産業振
興施策の集
中投資の推
進

○都市再生プロジェクト・知的クラス
ター創成事業・産業クラスター計画に基
づく地域のクラスター形成に向けた、特
定分野での研究費（競争的資金）及び科
学技術振興施策・地域産業振興施策の集
中投資の推進
・各省庁ごとに、目的別に創設されてい
る研究費（競争的資金）及び科学技術振
興施策・地域産業振興施策について、
「地域における特定分野のクラスター形
成」の評価項目を導入

都市再生プロジェクト・知的クラス
ター創成事業・産業クラスター計画に
基づき、クラスター形成に向けた取り
組みを行っている地域に、特定分野で
の研究費（競争的資金）及び科学技術
振興施策・地域産業振興施策を集中投
資する。
神戸においては、これらの集中投資に
より、ライフサイエンスのスーパーク
ラスター形成の促進を図る。

地域ごとにクラスター形成の
促進による地域経済の活性化
を図るためには、特定分野で
の研究費（競争的資金）及び
科学技術振興施策・地域産業
振興施策の集中投資が最重要
課題である。

6 内閣府は、競争的研究資金制度あるいは地域科学技術振興事業を所掌していないた
め。

栃木県 栃木県経済新生構
想 1211 1211030 200330

産業再生機
構、中小企
業再生支援
協議会、整
理回収機構
等の連携

足利銀行の一時国有化による本県経済の
停滞を防ぐためには、経営不振に陥って
いる企業を、迅速かつ集中的に、１社で
も多く再生させる必要があることから、
産業再生機構、中小企業再生支援協議
会、整理回収機構、日本政策投資銀行を
はじめとする政府系金融機関が相互に連
携し、より効果的な支援が可能となるよ
う、これら関係機関によるネットワーク
を構築する。

経営不振に陥った企業を再生させてい
くことは、県内経済の活性化に不可欠
な方策である。規模、業種等により企
業再生の形態も様々であることから、
産業再生機構、中小企業再生支援協議
会、整理回収機構、日本政策投資銀行
をはじめとする政府系金融機関が相互
に緊密な連携を図り、それぞれの支援
機能を最大限に発揮していただくこと
が重要である。そこで、各機関担当者
による連絡調整組織の整備により、各
種支援施策の実効性を確保するもので
ある。

産業再生機構、中小企業再生
支援協議会、整理回収機構、
政府系金融機関が組織の壁を
越えて相互に連携を図ること
により、県内企業に対する各
種の再生支援の取組が迅速か
つ効果的に実施されるように
なる。

株式会社産業再生機構法第
59条
（預金保険機構・整理回収機
構・産業再生機構の協力）

栃木県内の金融・経済の安
定を目的として、関東財務
局、関東経済産業局、県、商
工団体、政府系金融機関な
ど金融・経済に関係する機関
で構成する「栃木県金融・経
済安定連絡協議会」が設置さ
れている。

預金保険機構、整理回収機
構及び産業再生機構の密接
な連携を図るため、「預金保
険機構・整理回収機構・産業
再生機構連絡会」が設置され
ている。

1 Ⅶ

足利銀行においては、健全化に向けて経営改革を進める過程において、取引先企業の再生
を図るために産業再生機構を活用したいとの相談があれば、機構として、積極的に相談にの
り、機構の持つ能力やノウハウを十全に活用していただきたいと考えている。この際、38.にあ
るような枠組みを活用しつつ、適切に対応する。
また、栃木県において、県内企業に対する再生支援のため、産業再生機構等関係機関の連
絡調整組織の整備を行う場合には、内閣府としても関係機関に参加を呼びかけるなどの協
力をしてまいりたい。

措置等の概要（対応策）において記述
されている措置については、栃木県の
みに限られるものであるのか。

1 Ⅶ

栃木県から地域再生構想の提案を受け、栃木県内企業に対する再生支援を含む各種施策を集中・連携して行うため、「栃木県金融・経済安定連絡協議会」に産業再生
機構等が新たに参加することとしたところ。
今後、地域再生計画の認定を踏まえ、関係機関から連携状況について定期的に報告を求めつつ、関係機関の連携を一層強化するよう適宜適切に働きかけを行うほ
か、当該地方公共団体からの要請等に応じ、企業再生実務に関する説明会に対し、同機構等が連携して専門家を派遣する等、集中的に支援を行う。

栃木県 栃木県経済新生構
想 1211 1211130 200340

各府省庁等
の地域再生
関連施策等
に関する情
報の一元的
提供

各府省庁及び関係機関が有する新事業の
創出、地域産業の再生、地域づくり、地
域金融の強化、地域雇用の確保等の地域
再生関連施策や制度に係る情報を、ホー
ムページ上等で一元的に提供するシステ
ムを構築する。

ホームページ等で一元的に公開された
各府省庁等の地域再生関連施策や制度
を効果的に活用しながら、地域の特性
を活かした地域再生の取組を積極的に
展開していく。

各府省庁等には様々な施策等
があるが、体系的に把握する
ことが難しいため、有効活用
しづらい面がある。

6 内閣府では関連の施策を所管していない。

札幌市 交流と創造の空
間・活動づくり 1258 1258030 200350

発行者が異
なる前払式
証票等の複
数同時使
用，又は，
同証票等の
価値の互換
による物
品・サービ
スの購入

①小規模事業者を参入しやすくするため
に，届出・登録義務及び前払保全措置を
緩和する。②物品・サービス購入の利便
性を高めるために，発行者が異なる前払
い式証票の互換を可能とする。③前払式
証票と前払式証票とは異なる販売促進割
引ポイントなどの価値バリューとの互換
を可能とする。

地域の街づくり連動した新たな商業の
仕組みづくりに取り組む商業者グルー
プ等と連携し，ＩＣカードを媒体とし
て，商品や役務の購入に対し一定のポ
イントを付与し，そのポイントをＮＰ
Ｏ活動やコミュニティ活動，ボラン
ティア活動などの非営利活動と商取引
などの営利活動をポイント交換という
形態でシームレスにつなげていくこと
をねらいとし，地域のための財やサー
ビスの交換・循環の新たな仕組みを確
立させ，協働型社会において展開され
る新しい地域経済システムや商業の活
性化に資する。

前払式証票の規制等に関する
法律（プリカ法）では，①不
特定多数の利用者が発行者に
対して信用を供与する，②利
用者に物品・役務を提供した
者に後で発行者が支払う，仕
組みとなっているが，この方
法を小規模事業者が単独，若
しくは，連携して利用できる
ようにすることで，利用者の
購買意欲及び利便性を拡充す
る。

6 前払式証票の規制等に関する法律を所管していないため。

札幌市 交流と創造の空
間・活動づくり 1258 1258040 200360

銀行以外の
者が発行者
となる場合
で，前払式
証票等で使
わなかった
前払式証票
等を同発行
者が換金す
るサービス

前払式証票や電子マネー等の仕組みを
使って，ＮＰＯやボランティア団体へ寄
附する場合，その寄附を換金することを
可能とする。

地域の街づくり連動した新たな商業の
仕組みづくりに取り組む商業者グルー
プ等と連携し，ＩＣカードを媒体とし
て，商品や役務の購入に対し一定のポ
イントを付与し，そのポイントをＮＰ
Ｏ活動やコミュニティ活動，ボラン
ティア活動などの非営利活動と商取引
などの営利活動をポイント交換という
形態でシームレスにつなげていくこと
をねらいとし，地域のための財やサー
ビスの交換・循環の新たな仕組みを確
立させ，協働型社会において展開され
る新しい地域経済システムや商業の活
性化に資する。

出資の受入れ，預り金及び金
利等の取締りに関する法律
（出資法）では，銀行その他
の法律で特別に認められてい
る者を除いて，何人も業とし
て「預り金」を受け入れるこ
とを禁止しているが，前払式
証票や電子マネー等で寄付さ
れた財を換金し，非営利活動
を支援する手法を形成するこ
とで，地域のＮＰＯ活動やコ
ミュニティ活動，ボランティ
ア活動などを活性化させる。

6 出資の受入れ，預り金及び金利等の取締りに関する法律を所管していないため。
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東広島市 合併に伴う都市機
能の再編成 2039 2039070 200370

国合同庁舎
建設のため
の省庁間の
調整

各地方機関の合同庁舎の早期建設のため
の各省庁間の調整。

各地方機関の施設・敷地の狭隘化の解
消を図るため、中心市街地への合同庁
舎建設。

地方機関が市内各所にバラバ
ラに存在しており、また、施
設・敷地の狭隘化が課題と
なっている。

6 内閣府の地方機関は沖縄総合事務局のみである。

福岡市
福岡アジアビジネ
ス交流拠点都市構
想

2079 2079010 200380

対日直接投
資総合案内
窓口の地方
への設置

現在、東京のみに設置されている対日直
接投資総合案内窓口を、対内投資を促進
する地域にも設置し、関係省庁の地方出
先機関の対内投資担当窓口を一元化する
ことにより、中国や韓国をはじめとした
海外からの進出に対応する。

本市では、外国企業の進出支援のため
のワンストップサービス機能を持つ
「アジアビジネス支援センター」を設
置する予定であるが、同センターと関
係省庁の地方出先機関の対内投資担当
窓口との連携により、より効果的な外
国企業の誘致を図る。

地方に進出してくる外国人事
業者にとって、日本で事業を
実施する際に必要となる手続
きは煩雑で分かりにくく、具
体的に進出を検討する際の障
害となっている。そのため、
地方における対内投資の促進
にはこのような総合案内窓口
機能が必要である。

対日直接投資総合案内窓口
の設置・運営に関する基本
的考え方（平成15年５月23
日対日投資会議議長決
定）、
内閣府における対日直接投
資総合案内窓口の設置・運
営に関する細則

左記、基本的考え方、細則
に基づき、対日直接投資総
合案内窓口（Invest
Japan）を設置し、民間事
業者、地方自治体、関連機
関からの投資に関する照会
を受け付け、回答してい
る。このことにより、これ
までよりも照会に対する回
答を得る時間と労力が大幅
に削減されており、対日投
資促進のための効果があ
がっている。

5
各省庁に設置されている「対日直接投資総合案内窓口」は、民間事業者だけでなく、
各地方自治体又は関連機関からの照会も受け付けており、既に地方自治体からの問合
せ等に対応している。

提案者は、対日直接投資総合案内窓
口の地方における設置を要望してお
り、これについて検討し回答されたい。

5
平成15年５月に、各省庁及びＪＥＴＲＯに設置した「対日直接投資総合案内窓口」において、既に民間事業者だけでなく、各地方公共団体及び関係機関等からの紹介も
受け付けており、地方公共団体からの問合せ等にも対応している。今後、現行制度において地方自治体から利用しづらい点があるのであれば、必要に応じ、関係省庁
の地方支分部局にも同様の窓口を設置することも含めて検討していくこととしたい。

堺市 中心市街地賑わい
再生構想 2089 2089010 200390

中心市街地
整備におけ
る国の総合
窓口の設置

地域再生本部に国有財産の活用に関する
総合調整窓口を設置

本市では、中心市街地において市役所
２期庁舎、大阪地裁堺支部の建替え、
合同庁舎整備、市民交流広場整備等の
事業を進めている。当該事業推進にあ
たり国有地財産に関して、各国機関と
個別協議の必要があるため、調整に相
当の時間を要している。地域再生本部
において国有財産地に関する各府省と
の総合調整窓口を設置することによ
り、円滑な事業推進を図る。

各省庁との調整を円滑に進め
るため。 6 内閣府の地方機関は沖縄総合事務局のみである。

上田市
NPO法人地
域循環
ネット
ワーク

地域循環・環境に
配慮した地域基幹
産業の再生プログ
ラム

1104 1104030 200400
特定非営利
活動促進法
の緩和

特定非営利活動促進法〔別表第二条関
係〕に「農業振興を図る活動」を追加す
る。

NPO法人の農業振興を図る活動を追加
することにより、遊休荒廃農地の流動
化等を促進する。観光農園の運営など
農業を中心とした地域振興を図る。

特定非営利活動促進法におい
て認められている17の分野に
「農業支援」「農業振興を図
るための活動」など直接農業
に特化した活動が規定されて
いないため。

特定非営利活動促進法別表

ＮＰＯ法は、民法第34条の
特別法として、その棲み分
けを図るために、特定非営
利活動の分野が限定列挙さ
れたものである。
一方、立法時の衆議院附帯
決議において、ＮＰＯ法の
別表に掲げられた活動分野
に関しては「多様な特定非
営利活動を含むように広く
運用すること」されている
ことから、個々の事業活動
が別表の活動分野に適合す
ることが申請書類で確認で
きれば認証される場合もあ
る。

2 Ⅶ

提案者の要望は、以下を内容とするものである。
ＮＰＯ法上の特定非営利活動として、「農業振興を図る活動」を追加することにより、浄水
場に堆積する発生汚泥のリサイクルシステムの構築及びこれにより作り出された改良土を利
用した遊休荒廃農地の流動化等を促進するとともに、観光農園の運営など農業を中心とした
地域振興を図る。

この要望は、以下のとおり、現行制度において対応可能である。
現行ＮＰＯ法に掲げられている特定非営利活動には「経済活動の活性化を図る活動」「環境
の保全を図る活動」及び「まちづくりの推進を図る活動」などが含まれていることから、こ
れらの活動の一環として農業関連事業を行うＮＰＯ法人の設立は、現行法の枠内でも可能で
ある。立法時の衆議院附帯決議においても、ＮＰＯ法の別表に掲げられた活動分野に関して
は「多様な特定非営利活動を含むように広く運用すること」されている。
実際、農業関連事業を行うＮＰＯ法人は認証されている。例えば、農林水産業・農山漁村の
特性や身近な資源を活かし、持続可能な新しい産業を振興し、農山漁村らしいライフスタイ
ルを構築する活動を行う法人が、「経済活動の活性化を図る活動」、「環境の保全を図る活
動」などに該当するものとして認証されている。
本提案にあるようなリサイクルシステムの構築、遊休荒廃農地の流動化等の促進、農業を中
心とした地域振興を図る活動であれば、一般論として、現行の活動分野17項目のうち「環境
の保全を図る活動」「経済活動の活性化を図る活動」及び「まちづくりの推進を図る活動」
などに該当するとして認証されることは十分可能である。

なお、内閣府においては、市民活動担当課長全国会議及びブロック会議を開催し、都道府県
との情報交換を通じて、現行の活動分野に関しては「農業振興を図る活動」など多様な特定
非営利活動を含むように広く運用されることの周知徹底を図るなど、全国的に対応すること
としたい。

提案者の要望が現行制度で対応可能
であれば、措置等の分類は「５」ではな
いか。

5 ご指摘のとおり。

志木市 活き活きまちづく
り構想 1362 1362030 200410 市民活動の促進

ＮＰＯ法人の収益事業に係る法人関係税
の非課税化

市内を活動拠点としているＮＰＯ法人
に係る法人関係税の非課税化

市内における社会貢献活動に
取り組むＮＰＯ法人が増加
し、市民公益活動の促進が図
れる。

6 ＮＰＯ法人の収益事業に係る課税については法人税法に規定されているが、同法を所
管していないため。

志木市 活き活きまちづく
り構想 1362 1362040 200420 市民活動の促進

ＮＰＯ法人に対する寄附金の控除優遇措
置

パブリックサポートテスト要件の緩和
①一者からの寄附金の算入基準限度額
の５％から２５％程度に緩和
②少額寄附金（現行１，０００円未
満）の算入除外規定を削除

認定ＮＰＯ法人の認定要件の
緩和により、ＮＰＯ法人の活
動の促進が図れる。

6 認定ＮＰＯ法人制度は租税特別措置法により規定されているが、同法を所管していな
いため。

加世田市 人と自然の「往
来」地域再生構想 2097 2097020 200430

サイクリン
グコースの
道路標示を
可能とする
関係法令の
特例措置

一般公道を管理する道路管理者及び公安
委員会が認めたサイクリングコースにつ
いて、普通自転車等が通行すべき部分の
道路標示を可能とする道路関係法の特例
措置

一般公道におけるサイクリングコース
の道路標示の実施。
（自転車専用道路及び道路交通法第63
条の4第2項に定める歩道部分の道路標
示を含む。）

　観光客等の利便性の向上を
図るため、貸し自転車施設を
整備し、観光スポットや名
所・旧跡を結んだサイクリン
グコースを設定しているが、
土地感のない観光客にとって
はパンフレットや案内板等だ
けでは解かりづらいのが現状
である。
　サイクリングコースを一般
公道に表示することにより、
本市が推進する自転車を活用
したまちづくりへの取り組み
が容易となり、本地域の活性
化が図られる。 6 道路法等の関係法令を所管していない。
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加世田市 人と自然の「往
来」地域再生構想 2097 2097040 200440

特殊自転車
の一般公道
における通
行を可能と
する関係法
令の特例措
置

　市町村長が認めた指定期間及び指定区
域内において、特殊自転車（２人乗り自
転車及びベルタクシー等）の一般公道で
の通行を可能とする道路交通関係法の特
例措置

　本地域で実施するイベントの区域内
及び指定したサイクリングコース内に
おける特殊自転車（２人乗り自転車及
びベルタクシー等）の走行。

　一般公道を使用したイベン
トやサイクリング等の事業を
実施した場合、自転車の一般
公道への乗り入れは普通自転
車に限定されることから、参
加者は健常者に限定され、幼
児や高齢者、心身障害者等の
参加を阻害している。
　イベント等において、安全
性を確保したうえで一般公道
においても特殊自転車の乗り
入れを可能にすることによ
り、本市が推進する自転車を
活用したまちづくりへの取り
組みが容易となり、本地域の
活性化が図られる。

6 道路法等の関係法令を所管していない。

石川県
石川デジタルコン
テンツ産地形成推
進構想

1051 1051020 200450

若年者のた
めのワンス
トップサー
ビスセン
ターのモデ
ル地域の指
定

デジタルコンテンツ産業を担う若手人材
をＯＪＴにより育成する石川県独自のＥ
ビジネストライアル事業を核として、若
年者に対して、カウンセリングから研修
等まで一貫したサービスを実施するため
に、「若者自立・挑戦プラン」に基づく
若年者のためのワンストップサービスセ
ンター（通称：Job-Cafe）整備のための
モデル地域に指定

デジタルコンテンツを活用したＥビジ
ネスを推進できる人材（Ｅビジネスプ
ロデューサー）を養成するため、県や
企業から実際に発注されるＥビジネス
企画案件にＯＪＴ方式で取り組む教育
プログラム（石川県Ｅビジネストライ
アル）に、カウンセリングから一貫し
た教育を追加することにより、デジタ
ルコンテンツ産業を担う若手人材を育
成する。

若年者のためのワンストップ
サービスセンター（通称：
Job-Cafe）整備のためのモデ
ル地域に指定されることによ
り、企業及び若年者の参画と
本県独自の石川県Ｅビジネス
トライアル事業の円滑な推進
を図ることで、地域ブランド
の確立を目指す。

6

若年者のためのワンストップサービスセンターの整備として、１０ヶ所程度のモデル
地域を選定して実施する事業については、経済産業省が担当しており、地域の選定は
同省により行われる。なお、同事業も含めた「若者自立・挑戦プラン」全体の推進に
ついては、経済産業省、厚生労働省及び文部科学省との連携により、積極的に行うこ
ととしている。

石川県 石川ニッチトップ
企業倍増計画 1052 1052060 200460

若年者のた
めのワンス
トップサー
ビスセン
ターのモデ
ル地域の指
定

キラリと光る技術を有する企業に対し、
人材不足のデスバレーを克服するための
支援を行うため、若年者に対して、カウ
ンセリングから研修等まで一貫したサー
ビスを実施する、「若者自立・挑戦プラ
ン」に基づく若年者のためのワンストッ
プサービスセンター（通称：Job-Cafe）
整備のためのモデル地域に指定

キラリと光る技術を有する企業が求め
る工学系・ＭＯＴ人材や若年技能者等
を養成するため、本県に集積する高等
教育機関の優秀な学生等若年者に対
し、カウンセリングから一貫した教育
を実施することにより、ニッチトップ
企業育成のための人材不足のデスバ
レーを克服する。

キラリと光る技術を有する企
業が、国内外で競争力ある事
業展開を行うためには、それ
を可能にする人材を育成する
基盤を「いしかわ」に形成
し、ニッチトップ企業創出の
土壌形成を図る必要がある。

6

若年者のためのワンストップサービスセンターの整備として、１０ヶ所程度のモデル
地域を選定して実施する事業については、経済産業省が担当しており、地域の選定は
同省により行われる。なお、同事業も含めた「若者自立・挑戦プラン」全体の推進に
ついては、経済産業省、厚生労働省及び文部科学省との連携により、積極的に行うこ
ととしている。

月舘町
国有施設の開放・
有効活用による地
域再生計画

1082 1082010 200470

国の機関・
施設、遊休
国有地等の
利活用規制
の緩和

国の機関・施設、遊休国有地等の利活用
を図り、その使用に当たっての規制を大
幅に緩和する。

国の機関・施設、遊休国有地等は、自
由に使えることを市区町村や住民にＰ
Ｒする。その使い方やアイデアは住民
に委ねる。当然、管理上問題ないよ
う、義務も負ってもらうのは当然であ
る。申告許可制でなく、届出制で。

おそらく、現状は「私的」な
ものには使用させないであろ
うし、申請主義で、その内容
も「あれ出せ、これを添付し
ろ、期間がどうの、内容が」
とか事細かで、結局なんやか
や「使用させない」方向に
持っていこうとしているので
は。役所は問題がないほうが
楽だから。地域再生を目指す
からには、多少のリスクは必
要。住民活動支援、性善説
で。

国有財産法（昭和２３年法
律第７３号）第１８条第３
項
「国の庁舎等の使用又は収
益を許可する場合の取扱の
基準について」（昭和３３
年１月７日蔵管第１号）

国有財産法第１８条第３項
において、行政財産は、そ
の用途又は目的を妨げない
限度において、その使用又
は収益を許可することがで
きることとされている。

6

内閣府本府所管の行政財産については、国有財産法及び「国の庁舎等の使用又は収益
を許可する場合の取扱の基準について」に従い、訓令の制定、運用等を行っていると
ころであり、内閣府本府として新たに対応するためにはこれら関連制度の改正が前提
となるため。

久米島町 HI(Health&Intell
igence)アイランド
久米島

2020 2020010

200480

地方公共団
体主導型の
情報通信基
盤整備によ
る地域再生

今日、情報通信基盤整備は地域の発展を
左右する重要な政策課題とされるが、現
状の通信設備は民間事業者が所有してい
る。本提案では、民間事業者が現有する
既存通信設備を、公的資金の導入と最新
技術の適用によって再開発し、その結果
生じる新たな通信能力を地方公共団体が
取得し、地域情報戦略に即した公益上の
観点から利用可能な情報通信基盤として
再構成することを図るものである。

本地域においても光ファイバーケーブ
ルの敷設は施され、電話回線等に使用
されている。しかしながら、現用の光
ファイバーケーブルを敷設した時期に
比べ、現在の通信技術は飛躍的に発展
しており、現在の技術をもってすれば
情報伝送量の飛躍的拡大が期待でき
る。したがって、現状での物理的な回
線及び設備の状況を明らかにし、今日
の技術を踏まえた情報通信基盤として
の再整理を実施する。さらに、再整理
の結果生じることが期待される相当量
の情報伝送能力を活用することにより
地域のブロードバンドネットワークと
しての利用者環境整備に結び付ける。
具体的には、久米島町の事業として第
一種電気通信事業者が所有する通信設
備を最新の通信技術を用いて改修し、
情報伝送量を増大させる。当該情報伝
送量の増大分にかかる所有権が事業の
実施主体である久米島町に帰属するこ
とを当然の前提におき、久米島町が第
一種電気通信事業者として新たに生じ
た情報伝送能力を民間利用に開放する
ことで通信回線の利用頻度を高めると
ともに、地域医療問題の改善に役立て
地域の社会経済の活性化を図るもので
ある。また、将来に向けて民間事業者

今回の提案において、第一種
電気通信事業の制度上の解釈
の拡大を求めるものである。
従来の解釈では、第一種電気
通信事業者は物理的な通信回
線を所有することにより事業
を実施するものであると認識
しているが、光ファーバー
ケーブルの物理的所有権は第
一種電気通信事業者に属する
ものの、前述のように第一種
電気通信事業者が所有する通
信設備を改修した結果発生す
る情報伝送量の増大分にかか
る論理的所有権が改修事業主
体に帰属し、これをもって事
業主体が第一種電気通信事業
者としてサービスを実施でき
うる明確な規定はないものと
思われる。
今後、地域の再生を進めるう
えで、その重要な基盤である
情報通信基盤の民間利用を促
進するにあたり、当該基盤の
所有権の帰趨は重要な意味を
持つものである。

6

提案は、第一種電気通信事業者のネットワーク構築に係る電気通信事業法の適用に関
するものである。

東広島市 合併に伴う都市機
能の再編成 2039 2039060 200490

国の各地方
機関の行政
管轄区域の
統一

市内における国の各地方機関の行政管轄
区域の統一する方針の決定と統一までの
期限の設定。

合併に伴う新市域内で行政管轄区域を
統一することの政府の方針決定を求め
るとともに、これが迅速に行われるた
めに期限の設定を行う。

合併後の新市の一体性の強化
や住民の利便性の向上を図る
ため、これらの管轄区域を同
一にすることが必要である。

6 内閣府の地方機関は沖縄総合事務局のみである。

日興コー
ディアル
証券株式
会社

地域資本市場創成
プロジェクト 3024 3024080 200500

自主的な市
場ルール策
定への協力

地域資本市場創成プロジェクト・チーム
が市場ルール（参加条件、取引ルール、
開示ルール及び情報の取扱いなど）を策
定していくために、再生本部が関係団体
等に支援を要請する。

地域資本市場の基礎構築の為には、利
用者の信頼に足る市場ルールの策定が
必要だが、例えば取引ルールに関する
自主規制機能を持つために、証券業協
会への協力要請を行う。また情報の取
り扱いについても、個人情報保護やイ
ンサイダー情報管理などのルール策定
のために必要な情報等について、再生
本部が関係団体への支援要請を行うこ
とにより、地域資本市場創成プロジェ
クト・チームによる早期の自主的な市
場ルール確立が可能となる。

地域住民に信頼される自主的
な市場ルールの早期確立が市
場創成の基礎構築段階では重
要なポイントとなる。

6 本提案は地域再生本部への要望事項である。
なお、地域資本市場の整備に係る施策は、内閣府では行っていない。

財団法人
本庄国際
リサーチ
パーク研
究推進機
構／
学校法人
早稲田大
学

エコユーザーの育
成と参加を通じた
<自律･循環>の地域
づくり

3043 3043090 200510

地域通貨に
よる環境価
値創出実証
実験の円滑
運営に資す
る体制整備

【地域通貨】
●地域通貨による環境価値創出実証実験
の円滑運営に資する体制整備
※生活密着型環境新技術の社会システム
への定着を実証実験するための価値体系
の創出。
　市民レベルでの地域通貨による二酸化
酸素排出権取引を念頭に置いた、循環財
（エネルギー）循環ネットワークの実証
実験とコミュニティ・ビジネスの育成環
境の醸成。

　本構想では上記の研究の社会実証実
験を前提とし、環境に配慮する様々な
価値の取引を想定し、これを一般通貨
経済からブロックする形の新たな価値
体系として「地域環境通貨」を提案す
る。
　地域通貨の流通圏域を想定している
本地域と、取引の対象である循環財の
流通する圏域の一致が期待できるも
の、例えば、域内で完結する流通の完
結すべき一般廃棄物、あるいはこれを
利用した地域でのリサイクルの取り組
み（バイオマス）、これらのエネル
ギーを使った域内の交通、域内の自動
車に限ったＥ１０の試行実験、さらに
試験的に作られた生ゴミ堆肥による有
機野菜の地産地消を対象と考える。こ
れらの生活密着型の環境新技術を社会
に定着することを意図するとき、社会
実証実験において別な価値体系を持つ
ことは有意義であり、かつこれらを活
用したコミュニティ・ビジネスを育成
する際、市場獲得に優位であると考え
られる。
　研究的な要素としては、これらの行
為が実経済活動との比較で、排出権取
引としてどの程度の価値を有するかを
定量的に検証し、その循環財の循環圏
域の適正規模の検証と流通の活性を観
る。

　地域通貨の導入メリットは、一
般国民通貨と一線を画して、各地
域で保護を意図する価値観に新た
な価値を定義づける事が出来る。
地域通貨は日本ではエコマネーと
もよばれ、福祉・環境ボランティ
ア活動へも波及し様々な実験が始
まっているが、実経済にまで影響
を及ぼすほどの地域通貨流通は創
出されていない。
　本構想では地域通貨を、将来的
には市民レベルでの二酸化炭素排
出権取引に相当するような取引を
想定し、地域内で活動するコミュ
ニティ・ビジネス的な要素の活動
は積極的に取り込み、新技術が社
会に定着する際の諸問題を検証す
るとともに、こうした技術利用の
ための「エコユーザー」の動機付
けとする。

6 本件は、直接的に環境に関する科学技術とリンクしておらず、また、内閣府において
は本件に関する支援措置にかかわる施策を実施していないため。
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㈱北海道
二十一世
紀総合研
究所

地方分権・民間主
体型統計分析の実
施

3036 3036010 200520

地域経済動
向に関する
統計の一元
化と地方主
体の実態把
握

１．国で実施されている統計業務の都道
府県（市町村）への移管
２．公的主体で管理・実施している統計
作業、集計作業の民間へのアウトソーシ
ングの推進

１．地域の各種統計（人口、商業、工
業、雇用動向、景気動向、企業データ
ベース等）で国で実施されているもの
の都道府県（市町村）移管
２．地域企業による統計の一元管理と
実施（地域での臨時雇用者を中心とし
た雇用管理を含む）
３．地域企業による、地元企業や住民
が利用しやすい（利用促進につなが
る）形式へのデータの加工、公表手
法、デザインの検討
４．上記は、北海道での「道州制特
区」の枠組みで、試行することも考え
られる。

１．失業率のように、地域で
は四半期ベースのみ公表され
るため、月きめ細かな雇用政
策の立案が困難な状況にあ
る。
２．景気動向や世論調査等複
数のアンケート調査等が同一
企業や個人に依頼される結
果、多大な手数をかけてい
る。
３．一部統計については、都
道府県レベルのデータ公表に
留まり、市町村レベルでの施
策推進に不十分なデータもあ
る。
４．総務省アンケートによれ
ば、こうした統計結果が市民
や企業に有効活用されている
とはいえない状況にある。
以上に対して、地域の民間企
業の一元管理の上で統計調査
等を実施すれば、データの地
域密着化やデータ集計・管理
の効率化が図られるととも
に、データの有効活用を推進
する。また、調査員の募集・
管理も地域企業が実施するこ

該当する法令等を有してい
ない。

民間委託を行い、各種統計
調査を作成。 8 数値の秘匿性が高い一部統計を除いて民間委託を実施済み。

提案者の要望には、国で実施されてい
る統計業務の地方公共団体への移管
も含まれているが、これについて検討
し回答されたい。

3
一部統計を除いて民間委託をすでに実施済みである。その一部統計においても、
調査対象数の関係で、地方公共団体への移管を行うことは集計費用や統計の速報性等に悪影響を与えると予想されるため、
地方公共団体への移管は困難と考えられる。

草加市

古さと新しさが調
和する賑わいと潤
いのある「今様・
草加宿」

1130 1130030 200530

中小小売商
業高度化事
業構想の認
定対象者の
追加及び対
象事業の拡
大

中心市街地活性化法第１８条では、ＴＭ
Ｏになり得る組織として、商工会議所、
商工会、第三セクター特定会社、第三セ
クター公益法人の４者が挙げられいる。
この該当組織に、地縁住民自治組織、商
店街組織といった既存の地域組織が含ま
れるよう同法の変更又は緩和すること。
　取り扱う活性化の項目を商業に限定せ
ず、中心市街地に求められる都市機能
（福祉、住宅、文化等）もその対象事業
として追加すること。

　現在、住民主体によるまちづくり活
動を促進させるための「パートナー
シップによるまちづくり事業」を進め
ているが、まちづくりに関する内容を
最終的に決定するのは、行政である。
現在参加型まちづくりといった名称に
より「住民参加」が標榜されている
が、参加型まちづくりは決定までの
「仕組み」の中には十分に取り入られ
ていないのが現状であるといわざるを
得ない。住民参加、住民による決定し
た内容によってまちづくりを進めてい
くためには、それだけの権限、自治権
を住民側に付与し、本当の重み・責任
を持たせなければ、本質的なパート
ナーシップとはなり得ないし、まちづ
くりは進められない。
　当該事業では、住民主体によるまち
づくり活動を進めながら、その地域の
問題・課題の整理、それを受けて地域
の将来像の検討、そして、その将来像
を実現させるための計画づくりを行っ
ている。しかし、できあがった計画
は、現状では地域内での合意、紳士協
定的なものでしかなく、何らかの権限

　平成１２年度現在、活性化基本計画を策定して
いる市町村は２０４存在するが、その反面、市町
村がＴＭＯ構想を認定した団体は３５団体のとど
まっている。これは、各自治体がＴＭＯ構想につ
いては、市民参加によりじっくりと取り組んで行
きたいといった意向が強いと考えられる。しか
し、既存のまちづくり制度にはない新しい試みで
あるＴＭＯにはいくつかの改善すべき課題が内在
していると考えられる。まず第１に、まちづくり
組織が成熟していない都市において、無理にＴＭ
Ｏを設立し、補助金の受け皿機関的に利用してい
る事例が見受けられる。周到な準備抜きにして本
来の機能を十分に発揮するＴＭＯの設立は困難で
あると考えられる。さらに、ＴＭＯのモデルとい
われるアメリカのＢＩＤでは、専任スタッフを配
置している。それらは、地元の市民組織などの指
導者だったものやショッピング・センターの経営
者や大企業の営業担当者からの転身組が多く、そ
のための専門のノウハウを持ち、経営能力が高い
のが特徴といえる。アメリカとは異なり、地縁住
民自治組織、商店街組織がある日本においては、
こうした地域組織をＮＰＯ等との連携のもとに積
極的に活かすことが重要である。次に、ＴＭＯ
は、中心市街地活性化法上では「中小小売商業高
度化事業構想の認定構想推進事業者」として位置
づけられている。ここでのＴＭＯは商業機能の活
性化に特化してしまっている。本来あるべきＴＭ
Ｏとしてのまちづくり会社になるためには、商業
機能だけではなく、福祉・居住・文化など総合的
なまちづくりの視点が必要とされるが、法律では
そのあたりにふれられていない。また、全国一律
に定められているため、より地域の実情に合わせ
た形での対応が難しくなっている。このような現
状を反映し、中心市街地に求められる都市機能を
ふまえたＴＭＯの位置づけ、再構築が必要であ
る。以上のように地域組織の活用、総合的なまち
づくりの視点に立った活性化を実現するために
は、右記の法令の改正、緩和が必要であると考え

6 中心市街地活性化法を所管していない。

茨城県
つくば広域都市圏
活性化プロジェク
ト

1277 1277030 200540
科学技術体
験まちづく
りの推進

・つくばの魅力向上のための貴重な地域
資源である研究機関等の展示施設の充実
及び見学体制を整備するための予算措置
の拡充。
・スミソニアン博物館を範とした見学
コース等の設定による見学者の誘致のた
めの各省庁（各独法）連携による支援体
制づくり及びフィルムコミッションへの
積極的な協力。

・各研究機関の研究成果や科学技術を
普及啓発するため、各省庁が連携して
広報予算枠の拡充を図るとともに、各
研究機関が連携して見学コースの設定
などに関与し公開促進を図る。
・つくば駅の自由通路部分にインフォ
メーション機能を設置し、研究機関の
情報や観光情報を一元的に発信するこ
とにより、インフォメーション機能の
充実を図る。

・研究機関ごとに施設開放や広
報への取り組みや熱意はまちま
ちであり、独立して行っているこ
とから、各省庁（各研究機関）が
連携して全体の広報の充実を図
ることが必要である。

6 独立行政法人通則法を所管していない。

富岡町

地域の再生計画
（「小さな町をつ
くってしまお
う」）

1152 1152010 200550 ２２に同じ
中央での生活者について地方への環境享
受を促し、同時に地方の地域活性化と住
環境としての見直しを図る。

地方の再生を図ることによる安定した
生活国土の編成 ２２から２４に同じ 6 内閣府では具体的施策を所管していない。

神奈川県

知的イノベーショ
ン創出プログラム
（神奈川方式の知
的財産戦略）

1284 1284010 200560

財団法人で
あるKAST
を、公的研
究機関とし
て法的認定

財団法人であるKASTを、公的研究機関と
して法的に認定し、独立行政法人である
研究機関と同等の環境整備及び各種補助
事業等の対象機関としてもらいたい。
具体的には、KASTについて、産業技術力
強化法第１６条（公設試験研究機関（そ
の他）の定義）の認定を受け、また、科
学技術振興調整費などの各種競争的資金
における申請要件として、「独立行政法
人」と同様の取扱をしてもらいたい。

　本構想の中核的な研究活動を行って
いるKASTの研究事業などが、研究機関
として大学や国の独立行政法人と同様
の研究環境が整備される。
このことにより、神奈川県が取り組ん
でいる「知的イノベーション創出プロ
グラム」の強力な推進が始めて可能と
なる。

KASTは、実質的には地域にお
ける大学以上の公的研究機関
としての役割を担っているに
もかかわらず、組織として財
団法人であるため、国の各種
競争的資金の申請要件からも
れてしまうケースが多かっ
た。
　KASTの活動は、これまで
も、基礎的経費は県の補助金
などを中心として推進してき
ているが、本支援措置が実現
されることにより、その成果
のより大きな展開を図る際、
国の競争的資金の積極的な活
用が図られ、本構想の推進が
可能となる。

6 内閣府は、競争的研究資金制度あるいは地域科学技術振興事業を所掌していないた
め。

札幌市 交流と創造の空
間・活動づくり 1258 1258050 200570

PFI事業を推
進するため
の税制措
置，補助金
の弾力的適
用

PFI事業として公共施設等の整備を行う
場合の補助金交付や，税制措置につい
て，地方公共団体等が自ら事業を実施す
る場合とイコールフッティングを図る。

PFI事業についても非課税措置がなさ
れたり，BOT方式，BTO方式に関わらず
補助金が交付されることによって，
PFI事業が一層推進され，行政サービ
スの民間開放が促進される。

現行の制度では，課税措置を
避けたり，補助金の交付を受
けやすくするために，BTO方式
のPFIを採用するケースが多く
なりがちであり，所有も含め
た民間開放に結びつきにく
い。

「民間資金等の活用による
公共施設等の整備等に関す
る事業の実施に関する基本
方針（平成12年3月13日総
理府告示第11号）」におい
て、国庫補助制度について
は、『財政上の支援につい
ては、公共施設等の管理者
等が受けることのできる範
囲内で、民間の選定事業者
が受けられるように配慮す
ること。』とされている。

国庫補助制度（各種補助金
交付要綱等）については、
平成13年9月のPFI関係省庁
連絡会議において、「今
後、関係省庁において、必
要に応じて財政当局との協
議を行いつつ、個別の事業
分野ごとに補助金交付要綱
等の見直し等必要な措置を
講ずる」旨、申し合わせて
いる。

2 Ⅶ
　内閣府としては、各省庁所管の国庫補助制度について、ＰＦＩ事業の円滑な実施を
図るため、ＰＦＩ関係省庁連絡会議等を活用して、左記申し合わせについてフォロー
アップを行い、本申し合わせに沿った必要な措置を講じていく旨を再確認する。

フォローアップ・措置についての時期、
内容を明確にできないか、回答された
い。

2 Ⅶ ＰＦＩ事業における補助金の交付について、ＰＦＩ関係省庁連絡会議を活用して、講じられている措置や検討の状況のフォローアップを行うとともに、
民間資金等活用事業推進員会等における検討を通じ、イコールフッティングの実現に向け、必要な措置のさらなる拡充を目指す。（平成16年度中に措置）
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広島県

行政サービスの民
間開放による地域
の新たなビジネス
機会等の創出

2042 2042060 200580
ＰＦＩの積
極的活用の
推進

・国庫補助事業をＰＦＩ事業として実施
するに当たり，その手法の如何を問わ
ず，従来の場合と同様の財政支援策を講
じること。
・また，特定の用途に限定された公共施
設用地として国庫補助事業で取得した土
地にその補助の目的外の民間収益施設を
合築することが可能とすること。

公共施設等の整備等について，ＰＦＩ
方式の円滑な導入及び最も効果的・効
率的なＰＦＩ事業手法の採用を可能に
するため，
①ＢＴＯ等の手法を問わず採用可能な
国庫補助事業とする。
②公共施設と民間収益施設の複合施設
を設置可能とする。
ことにより，一層の民間活用の推進を
図る。

従来方式とＰＦＩ方式，ま
た，ＰＦＩ方式においてもＢ
ＴＯとＢＯＴなどの手法の如
何により，国庫補助金等の国
の支援措置が異なる。
また，国庫補助事業として取
得した土地に民間の収益施設
を建設する場合には補助金を
返還することとなる。

「民間資金等の活用による
公共施設等の整備等に関す
る事業の実施に関する基本
方針（平成12年3月13日総
理府告示第11号）」におい
て、『財政上の支援につい
ては、公共施設等の管理者
等が受けることのできる範
囲内で、民間の選定事業者
が受けられるように配慮す
ること。』とされている。

国庫補助制度（各種補助金
交付要綱等）については、
平成13年9月のPFI関係省庁
連絡会議において、「今
後、関係省庁において、必
要に応じて財政当局との協
議を行いつつ、個別の事業
分野ごとに補助金交付要綱
等の見直し等必要な措置を
講ずる」旨、申し合わせて
いる。

2 Ⅶ
　内閣府としては、各省庁所管の国庫補助制度について、ＰＦＩ事業の円滑な実施を
図るため、ＰＦＩ関係省庁連絡会議等を活用して、左記申し合わせについてフォロー
アップを行い、本申し合わせに沿った必要な措置を講じていく旨を再確認する。

フォローアップ・措置についての時期、
内容を明確にできないか、回答された
い。

2 Ⅶ ＰＦＩ事業における補助金の交付について、ＰＦＩ関係省庁連絡会議を活用して、講じられている措置や検討の状況のフォローアップを行うとともに、
民間資金等活用事業推進員会等における検討を通じ、イコールフッティングの実現に向け、必要な措置のさらなる拡充を目指す。（平成16年度中に措置）

山方町 廃校利用と都市交
流 1007 1007010 200590

・補助事業
等により取
得した財産
の処分制限
の解除
・廃校利用
への民間参
入と税制優
遇

・町が交流拠点施設として廃校を改修す
る際、リニューアル債の活用を認めると
ともに償還金金利を地方交付税に算入
・改修した廃校をNPO法人や民間企業等
への貸与を認め、営利事業となる都市農
村交流事業の拠点施設として活用する
・事業運営するＮＰＯ法人等が、運営資
金として、民間から資金を集めた場合、
その資金に対する優遇税制措置

 NPO法人等が廃校を野外活動やコミュ
ニテイ・ビジネス活動の拠点施設とし
て活用する。それに伴い体験活動を指
導する地域の人材の活用や地域特産物
の活用が図られ、地域雇用の創出や経
済効果が得られる。

 地域の拠点となっていた学校
の廃校により、地域が停滞し
ている。この施設を民間事業
者等に開放し都市交流を図り
活気を取り戻し、荒廃が進ん
でいる農地や文化伝統を継承
する。

6 「補助金等にかかる予算の執行の適正化に関する法律」、「地方財政法」を所管して
いないため。

富山県 富山型地域福祉の
推進 1288 1288040 200600

より身近な
地域に、地
域福祉を推
進するセン
ターの機能
を持つ多く
の施設が設
置されるよ
うに、税法
上の恩典を
付与する。

空き家、空き店舗等の改修による福祉コ
ミュニィティづくりを推進するため、そ
の条件、環境を整備する。

・既存民家の買収、取得については、
空き店舗の活用、福祉事業としての活
用など一定の要件を満たしたＮＰＯ法
人については、社会福祉法人と同様の
税制面における優遇措置等を講じる。
　①ＮＰＯ法人へ個人名義の空き家を
寄付した場合（本来事業としての福祉
事業を行う場合）、寄付金控除を行
う。
　②認定ＮＰＯ法人が行う本来事業と
しての福祉事業は非課税とする。

空き家、空き店舗等社会資源
の有効活用を図り、積極的に
地域福祉を支援するセンター
を整備する。

6 認定ＮＰＯ法人制度は租税特別措置法により規定されているが、同法を所管していな
いため。

佐伯市
平和と国際交流に
よる交流人口増加
対策

2009 2009010 200610

第二次大戦
に伴う国の
機密情報の
うち、開示
できるもの
の見直し

国が所蔵している太平洋戦争開戦時の資
料のうち、特に本市に関係する資料を複
写し、展示(公開）させてもらいたい。

本市対象区域内の戦争遺跡について
は、詳しい情報がないため、展示や説
明ができない状態である。そのため、
国の資料を調査し、戦争遺跡の効果的
な展示を行いたい。また、併せて、真
珠湾攻撃と本市にあった海軍航空隊の
関連をより詳しい資料等で説明するこ
とによって、当時の緊迫した状況を伝
え平和の大切さを再認識する平和祈念
ゾーンとしての価値を高め､より多く
の観覧者を招致する。
①平和記念館「やわらぎ」において、
太平洋戦争開戦時の資料を重点的に展
示し、この分野では日本一詳しい施設
とする。②区域内にある５０数ヶ所に
及ぶ戦争遺跡を整備保存し隣接する掩
体壕（登録有形文化財）等と一体的に
広く公衆の観覧に供する。

第２次大戦に関連した国の資
料や軍の資料は、機密扱いさ
れているものが多いと思わ
れ、自治体だけでは、十分な
調査、活用ができないので、
関係省庁の助力を受けられな
ければ、平和祈念館、祈念
ゾーンの機能が不十分であ
る。

独立行政法人国立公文書館
利用規則（平成１３年４月
２日規程第７号）

　当館が所蔵する歴史公文
書等については、国立公文
書館利用規則に基づき、一
般の利用（閲覧、複写、レ
ファレンス、展示、貸出し
等をいう。）に供してい
る。

2 Ⅶ

　当館が所蔵している歴史公文書等については、従来から国立公文書館利用規則に基
づき一般の利用に供しており、国及び地方公共団体等からの利用申込みに対しても、
現行制度で対応している。
　なお、利用規則は、当館ホームページに掲載するなどして広く一般に周知してい
る。
　当館としては、更なる利用促進を図るため、ホームページ内容の改善及び一層の充
実等を図るとともに、会議、展示会、講演会などあらゆる機会をとらえて、館の業務
や所蔵資料等について広く一般に周知するよう努めている。

国立公文書館に要望の趣旨を伝えら
れたい。

6 本要望につき、公文書館に伝達したところ。

四日市市 地区間交流活性化
事業 2157 2157010 200620

踏切道改良
に係る踏切
統廃合の廃
止

踏切道の改良（拡幅）に際して、管理者
である鉄道事業者に協議を行うが、法的
には義務になっていないものの、踏切の
統廃合が絶対条件として提示される。
この統廃合の条件については、鉄道事業
者の采配ではなく、国（運輸局）の強力
な指導があり、統廃合なしでは鉄道事業
者が国の許可を得ることがでず、ひいて
は踏切の改良（拡幅）ができないのが現
状である。
このため国の統廃合の指導・許可制度を
廃止する。

地域コミュニケーションをより強化す
るために、円滑な自動車交通の実現、
及び歩行者や自転車のより安全な空間
を実現する。このため踏切道の改良を
進める。
特に本市富田・富州原地区では四日市
北郵便局や北警察署、大規模商業施設
が富州原地区に、一方、近鉄富田駅や
既存商店街は富田地区にあり、相互を
結ぶ市道にあるＪＲ関西本線、三岐鉄
道の踏切幅員が狭く、地区間交流の支
障となっている。
このため、本踏切を拡幅して相互交流
の活性化、ひいては地域の活性化を図
る。

踏切道改良に際して法的には
義務になっていないものの、
鉄道事業者からは踏切の統廃
合が絶対条件として提示さ
れ、廃止踏切がない場合は協
議にもならない。鉄道管理者
は踏切を無くすことが安全に
つながるとの考え方だと思う
が、街づくりの観点から踏切
の廃止は地域分断を余儀なく
する。このため、踏切統廃合
の指導廃止を提案する。

道路法
第31条第1項

鉄道に関する技術上の基準
を定める省令
第39条

踏切事故防止総合対策につ
いて
（平成13年4月19日交通対
策本部決定）
5　踏切道の統廃合の促進

踏切道の拡幅に係る指針に
ついて
（平成13年10月1日国都街
第66号、国道政第32号、国
鉄施第92号）
指針3(1)

　現状においては、踏切道
の安全確保のため、鉄道と
道路の交差は立体交差を原
則としている。現状の踏切
道についても、踏切事故防
止総合対策に基づき、立体
交差化等による除却・改良
を進めており、また立体交
差化や構造改良等の事業の
実施に併せて、地域住民の
通行に特に支障を及ぼさな
いと認められるものについ
て、統廃合を進めるよう鉄
道事業者を指導している。
　ただし、拡幅の指針にお
いて、構造改良のうち踏切
道に歩道がないか歩道が狭
小の場合の歩道整備につい
ては、その緊急性にかんが
み、踏切道の統廃合を行わ
ずに実施できることとして
いる。また、標準幅員で2
車線（片側1車線）までの
道路拡幅及び立体交差化の
工事施行協定が結ばれてい
る場合の一時的な道路拡幅
については、近隣の踏切道
の有無、地域状況等から統
廃合が早期に実現できない

3

　踏切事故は一度発生すると甚大な被害や列車の運休・遅延をもたらす上、現状にお
いて、鉄道事故全体の半分を占める。
　このため、立体交差化や構造改良等の事業の実施に併せて統廃合を進めるよう鉄道
事業者を指導することについて、これを完全に廃止することは、踏切道の安全確保の
観点から現状では難しいと考えている。
　ただし、「踏切道の拡幅に係る指針」の中で一定の場合には統廃合を行わずに拡幅
が実施できることとしており、この主旨を鉄道事業者に周知徹底していく。

福岡市
福岡アジアビジネ
ス交流拠点都市構
想

2079 2079070 200630

競争的資金
等に係る情
報提供・受
付窓口の一
本化、採択
権限の地方
移譲

産学官連携を推進するための競争的資金
等は、多くの省庁が所管し、様々な時期
に様々な媒体を通して公募されることか
ら、産学官研究開発グループには、情報
収集等に大きな障害となっている。産学
官研究開発グループへの周知徹底・利便
性向上を図るため、情報提供・受付窓口
の一本化を図るとともに、その採択にあ
たっては、国の出先機関等が、地域の実
情に応じて、決定できるよう権限移譲を
行う。

（内容）
　産学官連携の推進による研究開発機
能の強化を通した地域産業振興
（効果）
　利便性向上により、競争的資金等の
活用拡大が図られ、産学官連携が促進
される。また、権限移譲により、地域
の実情に配慮した研究開発が推進され
る。

産学官連携に係る競争的資金
等は、多くの省庁が所管し、
様々な時期に様々な媒体を通
して公募されることから、産
学官研究開発グループには、
情報収集等に大きな障害と
なっている。また、中央で決
定されることから、必ずしも
地域の実情が反映されていな
い。

○各競争的研究資金制度の
情報提供及び公募受付は各
制度ごとに行われるが、内
閣府においては、各制度の
受付窓口を含む情報につい
て、内閣府総合科学技術会
議ＨＰにおいて一元的に提
供している。
（http://www8.cao.go.jp/
cstp/compefund/main.html
）

○情報
提供等
の一本
化
（2）
○地方
移譲
（6）

○情報
提供等
の一本
化
（VII)

○情報提供等の一本化：（２）
○地方移譲：（６） 内閣府は、競争的研究資金制度を所掌していないため。

提案の内容は競争的資金に係る受付
窓口の一本化をも求めるものである
が、これについて検討し回答された
い。

○受付窓
口の一本
化（３）

各競争的研究資金制度はそれぞれの制度目的等に応じて個別に運用されているため、公募受付についても各担当省庁等において個別に対応することが適切である。
なお、内閣府においては、各制度の受付窓口を含む情報について、内閣府総合科学技術会議ＨＰにおいて一元的に提供している。
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